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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含みます。）であり、臨時従業員数は［ ］内に中間連結会計期間（年間）平均人員を外数で記載し

ております。 

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期 

会計期間 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

営業収益（百万円） 91,412 91,380 123,783 188,553 213,578 

経常利益（百万円） 2,925 2,296 786 2,234 3,894 

中間(当期)純利益（百万円） 2,010 2,578 1,447 1,702 2,934 

純資産額（百万円） 23,205 25,476 29,354 22,897 25,831 

総資産額（百万円） 179,698 228,731 221,622 232,225 256,539 

１株当たり純資産額（円） 1,160.28 1,273.81 1,363.68 1,144.87 1,291.58 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
100.55 128.93 72.36 85.14 146.71 

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 12.9 11.1 12.3 9.9 10.1 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△15,441 △21,174 2,994 △41,460 △17,366 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△3,938 △1,166 △1,901 △4,389 △5,035 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
11,495 9,545 △26,689 44,689 23,050 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
27,250 21,177 9,026 33,973 34,622 

従業員数（人） 

[外、平均臨時雇用人員] 

863 

[227] 

1,116 

[323] 

2,309 

[955] 

849 

[256] 

1,122 

[356] 
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(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。）であり、臨

時従業員数は［ ］内に中間会計期間（年間）平均人員を外数で記載しております。 

２【事業の内容】 

  当中間連結会計期間において、当社及び関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期 

会計期間 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

営業収益（百万円） 91,101 90,706 123,037 187,718 212,012 

経常利益（百万円） 2,478 1,954 653 1,466 3,233 

中間(当期)純利益（百万円） 1,645 2,368 1,379 1,251 2,503 

資本金（百万円） 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 

発行済株式総数（千株） 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 

純資産額（百万円） 22,825 24,799 26,314 22,431 24,934 

総資産額（百万円） 178,180 226,461 214,973 230,644 254,257 

１株当たり純資産額（円） 1,141.25 1,239.98 1,315.72 1,121.55 1,246.74 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
82.27 118.42 68.98 62.57 125.19 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 12.8 11.0 12.2 9.7 9.8 

従業員数（人） 

[外、平均臨時雇用人員] 

791 

[100] 

773 

[166] 

763 

[177] 

781 

[110] 

771 

[171] 
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３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、株式取得により、当社の非連結子会社である㈱エイチエイチエス、㈱高速道路開発

及び㈱コーベックスが新たに提出会社の連結子会社となりました。 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．連結子会社のうち、特定子会社に該当するものはありません。 

３．議決権の所有割合の(  )内は、間接所有割合で内数であります。 

４．議決権の所有割合の[ ]内は、緊密な者の所有割合で外数となっております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含みます。）であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．高速道路事業及び受託事業については、両事業を一体的に取り扱っていることから、一括して記載しており

ます。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ、1,187名増加しておりますが、これは阪神高速トール大阪㈱及び阪神

高速トール神戸㈱が、平成20年４月１日より新たに事業を開始したこと等によるものであります。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業
の内容 

議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

 ㈱エイチエイチエス 

大阪市 

西区  
40 

 高速道路 

 事業 

28.6 

 (28.6)

[71.4]

阪神高速道路の料金収受業務に関す

る人材派遣業務を実施しておりま

す。 

資金援助   なし 

役員の兼任等 なし 

設備の賃貸借 なし 

 ㈱高速道路開発 
大阪市 

中央区 
40 

 高速道路 

 事業 

30.5 

 (30.5)

[69.5]

阪神高速道路の料金収受業務に関す

る人材派遣業務を実施しておりま

す。 

資金援助   なし 

役員の兼任等 なし 

設備の賃貸借 なし 

 ㈱コーベックス 
神戸市  

中央区  
14 

 高速道路 

 事業 

39.1 

 (39.1)

[60.9]

阪神高速道路の料金収受業務に関す

る人材派遣業務を実施しておりま

す。 

資金援助   なし 

役員の兼任等 なし 

設備の賃貸借 なし 

平成20年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

高速道路事業 2,083 

[907] 受託事業 

その他の事業 
29 

[4] 

全社（共通） 
197 

[44] 

計 

  

2,309 

[955]  
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(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。）であり、臨時

従業員数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

    労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 763[177]  
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な原材料価格の高騰の影響が、企業の生産・輸送コストから

一般家庭の購買力にまで幅広く影を落とし、マイナス成長に転じました。関西経済についても、設備投資の積極姿

勢が継続しているものの、原材料価格高騰による企業の収益環境の悪化や個人消費の落ち込みが続き、不透明感が

強まっています。阪神高速道路の交通量減少も、このような景気動向や燃料費高騰の影響等によるものと推察され

ます。 

 このような経営環境の中、民営化３年目を迎えた当社グループでは、「先進の道路サービスへ」という企業理念

のもと、安全・安心・快適なネットワークを通じてお客さまの満足を実現し、関西の暮らしや経済の発展に引き続

き貢献すべく、事業の着実な展開に一層努めてまいりました。また、阪神高速道路の料金収受を行う子会社とし

て、新たに阪神高速トール大阪㈱、阪神高速トール神戸㈱等を当社グループに加え、業務の効率化や経営基盤の強

化に努めてまいりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の営業収益は前年同期比35.5％増の123,783百万円、営業利益は前年同期比

74.1％減の577百万円、経常利益は前年同期比65.8％減の786百万円、法人税等を控除した中間純利益は前年同期比

43.9％減の1,447百万円となりました。 

  なお、事業の種類別セグメントの概要は、次のとおりです。 

（高速道路事業） 

 高速道路事業では、安全・安心・快適なネットワークを通じた「お客さま満足」を実現するため、３号神戸線

（摩耶～芦屋間）の終日通行止めによるフレッシュアップ工事、一日周遊パス等の企画割引、「ＥＴＣらくトク０

円キャンペーン」等の各種ＥＴＣ普及・利用促進策を実施しました。また、「交通安全対策アクションプログラ

ム」、「新渋滞対策アクションプログラム」等を着実に実行することにより、事故・渋滞の削減、お客さまサービ

スの向上を図ってまいりました。 

 高速道路の建設につきましては、関西経済の発展へ寄与するネットワークの整備に向け、現在建設中の５路線に

ついて整備促進に努めました。とくに、当中間連結会計期間中においては、京都市道高速道路１号線（稲荷山トン

ネル）を完成供用させました。 

 高速道路通行台数は、一日当たり88.3万台（前年同期比3.0％減）にとどまりました。これにより料金収入も前

年同期比3.5％減の86,959百万円となりました。また、機構への債務引渡しに伴う道路資産完成高は、京都市道高

速道路１号線（稲荷山トンネル）の供用によりほぼ皆増の32,823百万円でした。これらを含めた高速道路営業収益

は前年同期比35.3％増の122,652百万円となりました。 

 一方、営業費用については、協定に基づく機構への賃借料支払いや管理費用等のほか、道路資産完成高と同額の

道路資産完成原価を計上したことから、前年同期比37.9％増の122,250百万円となりました。 

 これらにより高速道路事業の営業利益は前年同期比79.8％減の401百万円となりました。 

（受託事業） 

 受託事業においては、京都市道高速道路１号線及び同２号線のランプ（京都市施行部分）新設工事の受託によ

り、営業収益は前年同期から皆増の375百万円となりましたが、営業費用は前年同期比1,800.0％増の475百万円と

なり、営業損失は前年同期比300.0％増の100百万円となりました。 

（その他の事業） 

 その他の事業においては、休憩施設の運営、駐車場施設の運営、不動産賃貸等に係る事業を継続して展開しまし

た。休憩施設の改修工事の影響による営業収益減・営業費用増のほか、駐車場施設の営業費用減などにより、営業

収益は全体として前年同期比4.7％増の755百万円、営業利益は前年同期比1.8％増の276百万円となりました。 
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(2）キャッシュ・フロー 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益1,505百万円に加えて減価償却費3,015百万円、

売上債権の減少額4,132百万円、完成した道路資産の機構への引き渡し等によるたな卸資産の減少額8,571百万円を

計上したこと等により、2,994百万円の資金流入（前年同期は21,174百万円の資金流出）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、ＥＴＣ装置や料金所電気通信設備への設備投資等による固定資産の取得

支出3,710百万円があったことにより、1,901百万円（前年同期比735百万円の増加）の資金流出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、機構からの無利子借入れに伴う長期借入れによる収入9,400百万円があ

ったほか、機構法第15条第１項に基づく機構の債務引き受け等に伴う長期借入金の返済による支出36,070百万円が

あったこと等により、26,689百万円の資金流出（前年同期は9,545百万円の資金流入）となりました。 

 なお、完成した道路資産を機構に対して引き渡した際に中間損益計算書に計上された道路資産完成高は、資金に

より回収されず、当社において計上している道路建設関係長期借入金が、機構法第15条第１項に基づき機構に債務

引き受けされたことにより回収されることになります。しかしながら、営業活動によるキャッシュ・フローを、よ

り経営実態に即した適正な表示とするため、中間連結キャッシュ・フロー計算書上、道路資産完成高は一旦資金に

より回収され、回収された資金をもって道路建設関係長期借入金を返済しているものとみなしております。 

  以上の結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の中間期末残高は、9,026百万円（前年同期比

12,151百万円の減少）となりました。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループの各事業は、受注生産形態をとらない事業が多く、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注

規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

 このため、生産、受注及び販売の状況については、前記「１ 業績等の概要」において各事業の種類別セグメント

の業績に関連付けて記載しております。 

３【対処すべき課題】 

 当社グループでは、今年度中の距離料金制度導入に向けて取り組みを進めてまいりましたが、政府から発表された

「安心実現のための緊急総合対策」の中で導入時期の延期が示されました。今後、時宜を得た距離料金制の導入につ

いて、関係機関と十分に協議しながら検討してまいります。 

 交通量の減少に伴う収入減に対しては、調達・契約手法の見直しや工事発注規模の合理化等によるコスト縮減、利

便性向上や企画割引等の利用促進へのより一層の取り組みに努めてまいります。 
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４【経営上の重要な契約等】 

 株式譲渡契約 

 当社の連結子会社である阪神高速サービス㈱、阪神高速トール大阪㈱及び阪神高速トール神戸㈱は、㈱エイチエ

イチエス、㈱高速道路開発及び㈱コーベックスの株式の譲受けのための譲渡契約を各々の株主と締結し、株式を取

得しました。 

 株式譲渡の概要は次のとおりであります。 

  

① 株式取得の目的 

 料金収受業務に関連ある会社の株式を取得して連結子会社化し、高速道路の料金収受業務の一層の効率化を推

進し、当社グループの企業価値向上を図るためであります。 

  

② 株式取得日、株式取得の相手会社の名称 

  

③ 株式を取得した会社の名称、事業内容、規模 

  

④ 取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率  

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

取得会社 被取得会社 相手会社 取得日 

阪神高速サービス㈱ ㈱高速道路開発 ㈱グローウェイ 平成20年４月１日

阪神高速トール大阪㈱ 

㈱エイチエイチエス 三井生命保険㈱ 平成20年４月１日

㈱高速道路開発 ㈱損害保険ジャパン 平成20年４月１日

㈱コーベックス ㈱ベイフレンド、㈱エイチエイチエス 平成20年４月１日

阪神高速トール神戸㈱ 

㈱エイチエイチエス キンキ道路㈱ 平成20年４月30日

㈱高速道路開発 日本興亜損害保険㈱ 平成20年４月１日

㈱コーベックス ㈱グローウェイ、㈱エイチエイチエス 平成20年４月１日

名称 ㈱エイチエイチエス ㈱高速道路開発 ㈱コーベックス 

事業内容 
高速道路の料金収受業務に係る人

材派遣事業 

高速道路の料金収受業務に係る人

材派遣事業 

高速道路の料金収受業務に係る人

材派遣事業 

規模 資本金40百万円 資本金40百万円 資本金14百万円 

取得会社 被取得会社 株式数 取得価額 持分比率 

阪神高速サービス㈱ ㈱高速道路開発 1,000株 2百万円  11.71%

阪神高速トール大阪㈱ 

㈱エイチエイチエス 160株 5百万円  9.30%

㈱高速道路開発 800株 2百万円  9.37%

㈱コーベックス 36株 2百万円  14.06%

阪神高速トール神戸㈱ 

㈱エイチエイチエス 160株 2百万円  9.30%

㈱高速道路開発 800株 2百万円  9.37%

㈱コーベックス 36株 2百万円  14.06%
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第３【設備の状況】 
 当社の行う高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧の結果生じた仕掛道路資産は、当社の中間連結財務諸表及び中

間財務諸表において「仕掛道路資産」勘定（流動資産）に計上されますが、特措法第51条第２項ないし第４項の規定に

基づき、当該高速道路の工事完了時等においては機構に帰属することとなり、かかる機構への帰属以降は当社の資産と

しては計上されないこととなります。また、機構に帰属した道路資産は、日本道路公団等民営化関係法施行法（平成16

年法律第102号）（以下「民営化関係法施行法」といいます。）第14条第３項の認可を受けた実施計画の定めるところ

に従い機構が阪神高速道路公団（以下「阪神公団」といいます。）から承継した道路資産と併せ、協定に基づき当社が

機構から借り受けます（以下、本「第３ 設備の状況」において、かかる機構から当社が借り受ける道路資産を「借受

道路資産」といいます。）。借受道路資産は、当社の資産としては計上されておりません。 

 下記「１ 借受道路資産以外の事業用設備及び社用設備」においては、借受道路資産以外の設備の状況について記載

しており、借受道路資産の状況については、後記「２ 道路資産」において記載しております。なお、仕掛道路資産は

当社の設備ではありませんが、その状況について、「２ 道路資産」において併せて記載しております。 

１【借受道路資産以外の事業用設備及び社用設備】 

(1）主要な設備の状況 

① 提出会社 

     当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

② 国内子会社 

  当中間連結会計期間において、当社の連結子会社である阪神高速トール大阪㈱は、㈱高速道路開発、㈱エイチ

エイチエス、㈱ベイフレンド及び㈱グローウェイとの間で締結した事業譲渡契約により、また、当社の連結子会

社である阪神高速トール神戸㈱は、㈱コーベックス及び㈱サナウィンとの間で締結した事業譲渡契約により、以

下の設備を譲り受けました。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、主として工具、器具及び備品の合計であります。 

２．現在休止中の主要な設備はありません。 

３．臨時従業員数は、<  >で外書きしております。 

４．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 また、㈱エイチエイチエス、㈱高速道路開発及び㈱コーベックスが新たに当社の連結子会社になったことに

より、同３社の設備が主要な設備に加わりました。当該設備の状況は、以下のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、主として工具、器具及び備品の合計であります。 

２．現在休止中の主要な設備はありません。 

３．臨時従業員数は、<  >で外書きしております。 

４．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 

（人） 
建物及び
構築物 

機械装置
及び車両
運搬具 

土地 
(面積千㎡)

ソフト 
ウェア 

その他 合計 

阪神高速トール

大阪㈱ 

本社（大阪市

西区） 

高速道路 

事業 
車両等 6 14  －  － 21 43 

718 

〈362〉 

阪神高速トール

神戸㈱ 

本社（神戸市

中央区） 

高速道路 

事業 
什器等 3 0  － 0 8 14 

414 

〈195〉 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 

（人）
建物及び
構築物 

機械装置
及び車両
運搬具 

土地 
(面積千㎡)

ソフト 
ウェア 

その他 合計 

㈱エイチエイチ

エス 

本社（大阪市

西区） 

高速道路 

事業 
本社内装等 2  －

0 

(0) 
2 0 5 

2 

〈0〉 

㈱高速道路開発 
本社（大阪市

中央区） 

高速道路 

事業 
本社内装等 17 4  － 4 3 29 

10 

〈28〉

㈱コーベックス 
本社（神戸市

中央区） 

高速道路 

事業 
車両等 0 4 

0 

(0) 
 － 0 5 

4 

〈2〉 
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(2）設備の新設、除却等の計画 

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

２【道路資産】 

(1）主要な道路資産の状況 

 当社グループは、当中間連結会計期間において、協定における大阪府道高速大和川線等の新設、地震防災対策等

の改築及び舗装等の修繕等を通じ総額24,244百万円の仕掛道路資産の建設を行いました。 

 また、当中間連結会計期間において機構に帰属し、借受道路資産として当社が借り受けることとなった道路資産

は、総額32,823百万円であり、その内訳は下記のとおりであります。 

 （注）１．仕掛道路資産が機構に帰属し、借受道路資産となった時期を記載しております。 

２．道路資産価額には、消費税等は含まれておりません。 

路線・区間等  帰属時期（注１） 
道路資産価額 

（百万円）（注２） 

大阪府道高速大阪池田線

等に関する協定 
修繕 平成20年６月 1,664 

大阪府道高速大阪池田線

等に関する協定 
修繕 平成20年９月 404 

京都市道高速道路１号線

等に関する協定 

京都市山科区西野山桜ノ馬場町か

ら京都市伏見区深草中川原町（新

設） 

平成20年６月 29,337 

京都市道高速道路１号線

等に関する協定 

京都市伏見区竹田向代町川町から

京都市伏見区向島大黒（新設） 
平成20年８月 1,416 

合計 － 32,823 
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 なお、当中間連結会計期間末における主要な道路資産の内訳は次のとおりであります。かかる資産は、協定に基

づき、当社が機構より借り受けている借受道路資産であります。 

 （注）１．機構から借り受けた道路資産にかかる当連結会計年度の賃借料を記載しております。これらの賃借料は、上

記の地域路線網に対するものであり、当該地域路線網に属する高速道路それぞれについて定められるもので

はありません。 

２．これらの賃借料は、協定の規定により、各連結会計年度の料金収入の金額に応じて変動する場合がありま

す。 

３．当中間連結会計期間末までに機構に帰属し、借受道路資産として当社が借り受けることとなった道路資産が

含まれております。 

４．賃借料には消費税等は含まれておりません。 

(2）道路資産の建設、除却等の計画 

    当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した道路資産にかかる重要な建設計画について、重要な

      変更はありません。 

平成20年９月30日

区分 年間賃借料（百万円）（注１） 

地域路線網 

阪神圏 

大阪府道高速大阪池田線 

139,521 

大阪府道高速大阪守口線 

大阪府道高速大阪東大阪線 

大阪府道高速大阪松原線 

大阪府道高速大阪堺線 

大阪府道高速大阪西宮線 

大阪府道高速湾岸線 

大阪市道高速道路森小路線 

大阪市道高速道路西大阪線 

大阪市道高速道路淀川左岸線 

兵庫県道高速池田線 

兵庫県道高速神戸西宮線 

兵庫県道高速湾岸線 

神戸市道高速道路２号線 

兵庫県道高速北神戸線 

神戸市道高速道路北神戸線 

神戸市道高速道路湾岸線 

京都圏 
京都市道高速道路１号線 

1,025 
京都市道高速道路２号線 

合計 140,547 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（５）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成20年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年12月26日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 20,000,000  同左 非上場 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式 

計 20,000,000  同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成20年４月１日～ 
平成20年９月30日 

－ 20,000,000 － 10,000 － 10,000 

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

国土交通大臣 東京都千代田区霞が関２丁目１番３号 9,999,996 50.0 

大阪府 大阪市中央区大手前２丁目 2,876,722 14.4 

大阪市 大阪市北区中之島１丁目３番20号 2,876,722 14.4 

兵庫県 神戸市中央区下山手通５丁目10番１号 1,827,287 9.1 

神戸市 神戸市中央区加納町６丁目５番１号 1,827,287 9.1 

京都府 京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町 295,993 1.5 

京都市 
京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町

488番地 
295,993 1.5 

計 － 20,000,000 100.0 
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（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

 当社の株式は非上場であり、該当事項はありません。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員及び執行役員の異動はありません。 

平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,999,500 199,995 － 

単元未満株式 普通株式      500 － － 

発行済株式総数 20,000,000 － － 

総株主の議決権 － 199,995 － 

平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

－ － － － － － 

計 － － － － － 
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第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠し、「高速道路事業等会計規則」（平成17年国土交通省

令第65号）に準じて記載しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）第38条及び第57条の規定に基づき、同規則及び「高速道路事業等会計

規則」（平成17年国土交通省令第65号）により作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財

務諸表については、新日本監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）の中間財務諸

表については、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法人とな

っております。 

2008/12/22 16:48:0308496295/阪神高速道路株式会社/半期報告書/2008-09-30



１【中間連結財務諸表等】 
（１）【中間連結財務諸表】 
①【中間連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度の要約連
結貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,977 6,397 13,422

未収入金 12,015 14,351 19,363

未収還付法人税等 － 28 －

未収消費税等 － ※3  23 －

有価証券 16,200 3,550 21,200

仕掛道路資産 134,076 129,703 138,270

その他のたな卸資産 94 145 149

受託業務前払金 12,924 15,716 12,909

繰延税金資産 147 254 196

その他 622 500 501

貸倒引当金 △32 △9 △17

流動資産合計 181,026 170,662 205,996

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 19,940 20,792 21,059

減価償却累計額 △2,346 △3,152 △3,344

建物及び構築物（純額） 17,594 17,639 17,715

機械装置及び運搬具 24,621 30,065 28,955

減価償却累計額 △4,991 △8,440 △6,571

機械装置及び運搬具（純額） 19,630 21,624 22,383

土地 5,320 5,191 5,169

リース資産 － 321 －

減価償却累計額 － △13 －

リース資産（純額） － 307 －

建設仮勘定 1,492 1,188 1,312

その他 465 621 533

減価償却累計額 △210 △300 △253

その他（純額） 254 321 280

有形固定資産合計 44,293 46,273 46,861

無形固定資産    

ソフトウエア 2,981 2,649 3,021

その他 51 34 47

無形固定資産合計 3,032 2,684 3,069

投資その他の資産    

投資有価証券 4 1,179 4

繰延税金資産 77 154 121

その他 358 721 543

貸倒引当金 △62 △53 △55
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度の要約連
結貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

投資その他の資産合計 378 2,001 613

固定資産合計 47,704 50,960 50,543

資産合計 ※1  228,731 ※1  221,622 ※1  256,539

負債の部    

流動負債    

未払金 14,833 15,057 29,574

1年以内返済予定長期借入金 11,901 2,611 8,721

リース債務 － 47 －

未払法人税等 867 281 1,457

未払消費税等 ※3  122 ※3  858 185

受託業務前受金 13,123 16,051 13,009

前受金 2,083 1,206 1,549

賞与引当金 1,147 1,258 980

回数券払戻引当金 2,470 785 1,556

ハイウェイカード偽造損失補てん引当金 0 － －

その他 ※4  997 ※4  926 ※4  989

流動負債合計 47,548 39,084 58,023

固定負債    

道路建設関係社債 ※1  23,798 ※1  44,230 ※1  44,220

道路建設関係長期借入金 106,351 84,706 103,961

長期借入金 6,527 3,916 5,222

リース債務 － 260 －

繰延税金負債 81 115 108

退職給付引当金 17,264 17,132 17,465

役員退職慰労引当金 31 57 42

ETCマイレージサービス引当金 668 725 719

負ののれん － 1,132 －

その他 982 906 945

固定負債合計 155,706 153,183 172,684

負債合計 203,254 192,268 230,708
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度の要約連
結貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 10,000 10,000 10,000

資本剰余金 10,000 10,000 10,000

利益剰余金 5,476 7,278 5,831

株主資本合計 25,476 27,278 25,831

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 － △5 －

評価・換算差額等合計 － △5 －

少数株主持分 － 2,080 －

純資産合計 25,476 29,354 25,831

負債・純資産合計 228,731 221,622 256,539
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②【中間連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

前連結会計年度の要約連
結損益計算書 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日)

営業収益 91,380 123,783 213,578

営業費用    

道路資産賃借料 69,994 70,274 139,999

高速道路等事業管理費及び売上原価 16,332 49,871 64,446

販売費及び一般管理費 ※1  2,826 ※1  3,059 ※1  5,568

営業費用合計 89,153 123,205 210,013

営業利益 2,227 577 3,564

営業外収益    

受取利息 31 56 77

受取配当金 － 3 －

土地物件貸付料 0 23 47

寄付金収入 － 11 203

原因者負担収入 5 3 13

保険解約返戻金 － 73 －

負ののれん償却額 93 97 93

その他 62 44 143

営業外収益合計 193 313 578

営業外費用    

支払利息 85 82 178

偽造ハイウェイカード損失 4 － 6

その他 33 22 63

営業外費用合計 123 104 248

経常利益 2,296 786 3,894

特別利益    

固定資産売却益 ※2  193 ※2  1 ※2  280

回数券払戻引当金戻入額 802 753 1,696

貸倒引当金戻入額 1 4 1

投資有価証券売却益 － 0 －

投資有価証券償還益 － 18 －

免税事業者消費税等 － － 81

特別利益合計 997 777 2,060

特別損失    

固定資産売却損 ※3  0 ※3  0 ※3  17

固定資産除却費 ※4  2 ※4  6 ※4  146

投資有価証券評価損 － 34 －

減損損失 － ※5  17 ※5  1,132

仕掛道路資産修正損 － － 80

特別損失合計 3 59 1,378

税金等調整前中間純利益 3,291 1,505 4,576

法人税、住民税及び事業税 773 182 1,768
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

前連結会計年度の要約連
結損益計算書 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日)

法人税等調整額 △61 △90 △126

法人税等合計 712 92 1,642

少数株主利益 － △34 －

中間純利益 2,578 1,447 2,934
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③【中間連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

前連結会計年度の要約連
結株主資本等変動計算書
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日)

株主資本    

資本金    

前期末残高 10,000 10,000 10,000

当中間期変動額    

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 10,000 10,000 10,000

資本剰余金    

前期末残高 10,000 10,000 10,000

当中間期変動額    

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 10,000 10,000 10,000

利益剰余金    

前期末残高 2,897 5,831 2,897

当中間期変動額    

中間純利益 2,578 1,447 2,934

当中間期変動額合計 2,578 1,447 2,934

当中間期末残高 5,476 7,278 5,831

株主資本合計    

前期末残高 22,897 25,831 22,897

当中間期変動額    

中間純利益 2,578 1,447 2,934

当中間期変動額合計 2,578 1,447 2,934

当中間期末残高 25,476 27,278 25,831

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金    

前期末残高 － － －

当中間期変動額    

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） － △5 －

当中間期変動額合計 － △5 －

当中間期末残高 － △5 －

評価・換算差額等合計    

前期末残高 － － －

当中間期変動額    

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） － △5 －

当中間期変動額合計 － △5 －

当中間期末残高 － △5 －
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

前連結会計年度の要約連
結株主資本等変動計算書
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日)

少数株主持分    

前期末残高 － － －

当中間期変動額    

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） － 2,080 －

当中間期変動額合計 － 2,080 －

当中間期末残高 － 2,080 －

純資産合計    

前期末残高 22,897 25,831 22,897

当中間期変動額    

中間純利益 2,578 1,447 2,934

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） － 2,075 －

当中間期変動額合計 2,578 3,522 2,934

当中間期末残高 25,476 29,354 25,831
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計

算書 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間純利益 3,291 1,505 4,576

減損損失 － 17 1,132

減価償却費 2,529 3,015 5,196

負ののれん償却額 △93 △97 △93

貸倒引当金の増減額（△は減少） 48 △11 26

退職給付引当金の増減額（△は減少） △294 △363 △93

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4 △16 15

賞与引当金の増減額（△は減少） 169 272 1

回数券払戻引当金の増減額（△は減少） △856 △770 △1,770

ハイウェイカード偽造損失補てん引当金の増減額（△
は減少）

△1 － △1

ＥＴＣマイレージサービス引当金の増減額（△は減
少）

93 5 144

受取利息 △31 △56 △77

受取配当金 － △3 0

支払利息 85 82 178

固定資産売却損益（△は益） － 0 －

固定資産売却損 0 － 17

固定資産売却益 △193 － △280

固定資産除却費 13 30 146

投資有価証券評価損益（△は益） － 34 －

投資有価証券売却損益（△は益） － 0 －

投資有価証券償還損益（△は益） － △18 －

売上債権の増減額（△は増加） 3,009 4,132 △4,349

たな卸資産の増減額（△は増加） ※2  △14,844 ※2  8,571 ※2  △19,093

仕入債務の増減額（△は減少） △14,528 △12,223 △2,453

未払又は未収消費税等の増減額 1,141 654 1,204

その他 △103 163 △68

小計 △20,558 4,924 △15,640

利息及び配当金の受取額 28 65 72

利息の支払額 △707 △562 △1,453

法人税等の支払額 △372 △1,432 △784

法人税等の還付額 435 － 439

営業活動によるキャッシュ・フロー △21,174 2,994 △17,366
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計

算書 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー    

固定資産の取得による支出 △1,843 △3,710 △5,800

固定資産の売却による収入 485 593 572

投資有価証券の取得による支出 － △104 －

投資有価証券の売却による収入 － 102 －

投資有価証券の償還による収入 － 150 －

定期預金の預入による支出 － △100 －

定期預金の払戻による収入 － 196 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 41 734 41

事業譲受による収入 150 250 150

事業譲受による支出 － △13 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,166 △1,901 △5,035

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入 10,950 9,400 29,400

長期借入金の返済による支出 ※2  △1,405 ※2  △36,070 ※2  △26,730

リース債務の返済による支出 － △13 －

道路建設関係社債発行による収入 － － 20,415

少数株主への配当金の支払額 － △5 －

その他 － － △34

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,545 △26,689 23,050

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △12,795 △25,596 648

現金及び現金同等物の期首残高 33,973 34,622 33,973

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  21,177 ※1  9,026 ※1  34,622
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数        ３社 

連結子会社の名称  阪神高速サービ

ス㈱ 

阪神高速技術㈱ 

阪神高速パトロ

ール㈱ 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数        ８社 

連結子会社の名称  阪神高速サービ

ス㈱ 

阪神高速技術㈱ 

阪神高速パトロ

ール㈱ 

阪神高速トール

大阪㈱ 

阪神高速トール

神戸㈱ 

㈱エイチエイチ

エス 

㈱高速道路開発 

㈱コーベックス 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数        ５社 

連結子会社の名称  阪神高速サービ

ス㈱ 

阪神高速技術㈱ 

阪神高速パトロ

ール㈱ 

阪神高速トール

大阪㈱ 

阪神高速トール

神戸㈱ 

 なお、阪神高速パトロール㈱について

は、平成19年４月１日付で株式の100％

を取得したため、当中間連結会計期間よ

り連結の範囲に含めております。 

 なお、㈱エイチエイチエス、㈱高速道

路開発及び㈱コーベックスについては、

株式取得により持分比率が増加し、中間

連結財務諸表に与える重要性が増したた

め、当期首より連結の範囲に含めており

ます。 

 なお、阪神高速パトロール㈱について

は、平成19年４月１日付で株式の100％を

取得したため、当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。 

 また、阪神高速トール大阪㈱及び阪神

高速トール神戸㈱については、平成19年

12月10日に株式の100％を出資して設立し

たため、同日より連結の範囲に含めてお

ります。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

㈱高速道路開発 

㈱ベイフレンド 

㈱エイチエイチ

エス 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

㈱サナウィン 

㈱ハイウェイ技

研 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

㈱高速道路開発 

㈱ベイフレンド 

㈱エイチエイチ

エス 

（連結範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

（連結範囲から除いた理由） 

同左 

（連結範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない非連結子会社及

び関連会社 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない非連結子会社及

び関連会社 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない非連結子会社及

び関連会社 

（主要な会社名） 

非連結子会社   ㈱高速道路開発 

㈱ベイフレンド 

㈱エイチエイチ

エス 

関連会社     ㈱グローウェイ 

（主要な会社名） 

非連結子会社   ㈱サナウィン 

㈱ハイウェイ技

研 

（主要な会社名） 

非連結子会社  ㈱高速道路開発 

㈱ベイフレンド 

㈱エイチエイチエ

ス 

関連会社    ㈱ハイウェイ技研 

（持分法を適用しない理由） 

 非連結子会社及び関連会社は、いずれ

も中間純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

（持分法を適用しない理由） 

 非連結子会社及び関連会社は、いずれ

も中間純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

（持分法を適用しない理由） 

 非連結子会社及び関連会社は、いずれ

も当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社のうち、阪神高速パトロール

㈱の中間決算日は６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当たって、当

該会社については、中間連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく中間財務諸表を使

用しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 全ての連結子会社の中間決算日は、中間

連結決算日と一致しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 全ての連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

 （時価のないもの） 

 移動平均法による原価法によってお

ります。 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

 （時価のあるもの） 

 中間連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法によっております。 

 （評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は主として移動平均

法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

 （時価のないもの） 

 移動平均法による原価法によってお

ります。 

   （時価のないもの） 

 移動平均法による原価法によってお

ります。 

 

②    ────── ②デリバティブ 

時価法によっております。  

②    ────── 

③たな卸資産 ③たな卸資産 

評価基準は主として原価法（収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）によっ

ております。 

③たな卸資産 

仕掛道路資産 

 個別法による原価法を採用していま

す。 

仕掛道路資産 

 個別法を採用しております。 

仕掛道路資産 

 個別法による原価法を採用していま

す。 

なお、仕掛道路資産の取得原価は、

建設価額に用地取得に係る費用その他

の附帯費用を加算した価額に労務費・

人件費等のうち道路建設に要した費用

として区分された費用の額及び除却工

事費用等資産の取得に要した費用の額

を加えた額としております。 

なお、仕掛道路資産の取得原価は、

建設価額に用地取得に係る費用その

他の附帯費用を加算した価額に労務

費・人件費等のうち道路建設に要し

た費用として区分された費用の額及

び除却工事費用等資産の取得に要し

た費用の額を加えた額としておりま

す。 

なお、仕掛道路資産の取得原価は、

建設価額に用地取得に係る費用その他

の附帯費用を加算した価額に労務費・

人件費等のうち道路建設に要した費用

として区分された費用の額及び除却工

事費用等資産の取得に要した費用の額

を加えた額としております。 

また、仕掛道路資産の建設に充当

した借入資金の利息で、当該資産の工

事完了の日までに発生したものは建設

価額に算入しております。 

また、仕掛道路資産の建設に充当

した借入資金の利息で、当該資産の

工事完了の日までに発生したものは

建設価額に算入しております。 

また、仕掛道路資産の建設に充当し

た借入資金の利息で、当該資産の工事

完了の日までに発生したものは建設価

額に算入しております。 

その他たな卸資産 

 主として個別法による原価法を採

用しております。 

その他のたな卸資産 

 主として個別法を採用しておりま

す。 

その他たな卸資産 

 主として個別法による原価法を採用

しております。 

  

  

 （会計方針の変更） 

 従来、主として個別法による原価法

を採用しておりましたが、当中間連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号 

平成18年７月５日）が適用されたこと

に伴い、主として個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。 

 これにより損益に与える影響はあり

ません。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社は定額法、連結子会社は定率法

（但し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備は除く）は定額

法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物   ５～60年 

機械設備及び運搬具 ５～17年 

その他       ５～10年 

 また、阪神高速道路公団から承継し

た資産については、上記耐用年数を基

にした中古資産の耐用年数によってお

ります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 （会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当中間連結会計期間

より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 （追加情報） 

 機械装置については、平成20年度の

税制改正を契機に耐用年数を見直した

ことにより、当中間連結会計期間より

耐用年数を変更しております。 

 （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当連結会計

年度より、平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。 

 これにより損益に与える影響は軽微

であります。 

 これにより損益に与える影響は軽微

であります。 

 これにより損益に与える影響は軽微

であります。 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

③    ────── ③ リース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。  

③    ────── 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

道路建設関係社債発行費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。 

(3)   ────── (3）重要な繰延資産の処理方法 

 道路建設関係社債発行費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

基づき、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額のうち当中

間連結会計期間の負担額を計上してお

ります。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額のうち当連

結会計年度の負担額を計上しておりま

す。 

③ 回数通行券払戻引当金 

 回数通行券の廃止に伴う払戻に備え

るため、販売実績、使用実績及び払戻

実績等に基づいて算出した発生見込額

を計上しております。 

③ 回数券払戻引当金 

同左 

③ 回数通行券払戻引当金 

同左 
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前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

④ ハイウェイカード損失補填引当金 

 ハイウェイカードの偽造被害に伴

い、券種毎に販売額を超えての利用又

は払戻請求により発生する損失に備え

るため、過去の実績に基づいて算出し

た発生見込額を計上しております。 

④    ────── ④    ────── 

⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

⑤ 退職給付引当金 

同左 

⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、過去勤務債務は、その発生時

に一括費用処理することとしており、

数理計算上の差異は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生年度の翌

期から費用処理することとしておりま

す。 

   なお、過去勤務債務は、その発生時

に一括費用処理することとしており、

数理計算上の差異は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生年度の翌

期から費用処理することとしておりま

す。 

 また、連結子会社においては、退職

給付債務の見込額は簡便法（退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法）を採用しておりま

す。 

   また、連結子会社においては、退職

給付債務の見込額は簡便法（退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法）を採用しておりま

す。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく中間

連結会計期間末要支給額を計上してお

ります。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑥ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末

要支給額を計上しております。 

⑦ マイレージ割引引当金 

 ＥＴＣマイレージサービス制度によ

る高速道路通行料金割引に備えるた

め、マイレージポイント発生見込額を

計上しております。 

⑦ ＥＴＣマイレージサービス引当金 

同左 

⑦ マイレージ割引引当金 

同左 

  

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース取引に関する会計基準の改正適

用初年度開始前の所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(6）その他中間連結財務諸表作成のための

重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

(6）その他中間連結財務諸表作成のための

重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  

② 収益及び費用の計上基準 

完成工事高の計上基準 

 道路資産完成高及び受託事業収入

の計上には、工事完成基準を適用し

ております。 

② 収益及び費用の計上基準 

同左 

② 収益及び費用の計上基準 

同左 

  

  

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

同左 
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】 

前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

────── （リース取引に関する会計基準） ────── 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、当中間

連結会計期間より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月

17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30日改正））及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））が適用されたことに伴い、通常の

売買取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

 

   なお、リース取引開始日が適用初年度開始

前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、引き続き通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。 

 

   これにより損益に与える影響は軽微であり

ます。 
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【表示方法の変更】 

前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） ────── 

前中間連結会計期間において、流動資産の「現金及び

預金」として表示しておりました譲渡性預金は、「金融

商品会計に関する実務指針」の改正（日本公認会計士協

会 平成19年７月４日 会計制度委員会報告第14号）及

び「中間連結財務諸表規則ガイドライン」の改正に伴

い、当中間連結会計期間から「有価証券」として表示し

ております。なお、前中間連結会計期間末における流動

資産の「現金及び預金」に含まれる譲渡性預金は19,200

百万円であります。 

 

────── （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

  前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「固

定資産売却益」（当中間連結会計期間は△1百万円）及

び「固定資産売却損」（当中間連結会計期間は0百万

円）は、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い中間連結

財務諸表の比較可能性を向上するため、当中間連結会計

期間より「固定資産売却損益（△は益）」として表示し

ております。 
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【追加情報】 

前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

────── ────── （連結貸借対照表） 

     譲渡性預金は、当連結会計年度よ

り改正後の「金融商品会計に関する

実務指針」（日本公認会計士協会 

会計制度委員会報告第14号 改正平

成19年７月４日）及び「金融商品会

計に関するＱ＆Ａ」（会計制度委員

会 改正平成19年11月６日）に基づ

き、当連結貸借対照表において「有

価証券」として表示しております。

なお、前連結会計年度末及び当連結

会計年度末の譲渡性預金は、それぞ

れ－百万円、21,200百万円でありま

す。 
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【注記事項】 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 高速道路株式会社法第８条の規定に基

づき、当社の総財産を道路建設関係社債

23,798百万円（額面23,900百万円）の一

般担保に供しております。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 高速道路株式会社法第８条の規定に基

づき、当社の総財産を道路建設関係社債

44,230百万円（額面44,400百万円）の一

般担保に供しております。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 高速道路株式会社法第８条の規定に基

づき、当社の総財産を道路建設関係社債

44,220百万円（額面44,400百万円）の一

般担保に供しております。 

 ２ 偶発債務 

 独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構の保有する債券等に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 

(1）日本道路公団等民営化関係法施行法第

16条の規定により、独立行政法人日本高

速道路保有・債務返済機構が阪神高速道

路公団から承継した債券（国が保有して

いる債券を除く。）に係る債務について

は、独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構と連帯して債務を負っており

ます。 

（独）日本高速道路保有・債務返済機構 

960,400百万円 

(2）独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構法第15条の規定により、高速道

路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要

する費用に充てるために負担した債務を

独立行政法人日本高速道路保有・債務返

済機構に引き渡した額のうち、以下の金

額については、独立行政法人日本高速道

路保有・債務返済機構と連帯して債務を

負っております。 

（独）日本高速道路保有・債務返済機構 

17,078百万円 

 なお、上記引き渡しにより、当中間連

結会計期間において道路建設関係長期借

入金が1,405百万円減少しております。 

 ２ 偶発債務 

 独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構の保有する債券等に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 

(1）日本道路公団等民営化関係法施行法第

16条の規定により、独立行政法人日本高

速道路保有・債務返済機構が阪神高速道

路公団から承継した債券（国が保有して

いる債券を除く。）に係る債務について

は、独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構と連帯して債務を負っており

ます。 

（独）日本高速道路保有・債務返済機構 

741,200百万円 

(2）独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構法第15条の規定により、高速道

路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要

する費用に充てるために負担した債務を

独立行政法人日本高速道路保有・債務返

済機構に引き渡した額のうち、以下の金

額については、独立行政法人日本高速道

路保有・債務返済機構と連帯して債務を

負っております。 

（独）日本高速道路保有・債務返済機構 

19,344百万円 

 なお、上記引き渡しにより当中間連結

会計期間において道路建設関係長期借入

金が2,142百万円減少しております。 

 ２ 偶発債務 

 独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構の保有する債券等に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 

(1）日本道路公団等民営化関係法施行法第

16条の規定により、独立行政法人日本高

速道路保有・債務返済機構が阪神高速道

路公団から承継した債券（国が保有して

いる債券を除く。）に係る債務について

は、独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構と連帯して債務を負っており

ます。 

（独）日本高速道路保有・債務返済機構 

         750,600百万円 

(2）独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構法第15条の規定により、高速道

路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要

する費用に充てるために負担した債務を

独立行政法人日本高速道路保有・債務返

済機構に引き渡した額のうち、以下の金

額については、独立行政法人日本高速道

路保有・債務返済機構と連帯して債務を

負っております。 

（独）日本高速道路保有・債務返済機構 

      18,281百万円 

 なお、上記引き渡しにより道路建設関

係長期借入金が3,687百万円減少してお

ります。 

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は当社

及び連結子会社毎に相殺のうえ、未払消

費税等として表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は当社

及び連結子会社毎に相殺のうえ、未収消

費税等及び未払消費税等として表示して

おります。 

※３      ────── 

  

※４ 企業結合に係る特定勘定 

 当社の連結子会社である阪神高速サー

ビス㈱が、社団法人阪神有料道路サービ

ス協会からスルーウェイカード提携事業

及び広報受託事業等を譲り受けたのに伴

い、譲受時に見込まれた広告宣伝費支出

見込残高136百万円が、企業結合に係る特

定勘定として、流動負債「その他」に計

上されております。 

※４ 企業結合に係る特定勘定 

 当社の連結子会社である阪神高速サー

ビス㈱が、社団法人阪神有料道路サービ

ス協会からスルーウェイカード提携事業

及び広報受託事業等を譲り受けたのに伴

い、譲受時に見込まれた広告宣伝費支出

見込残高140百万円が、企業結合に係る特

定勘定として、流動負債「その他」に計

上されております。 

※４ 企業結合に係る特定勘定 

 当社の連結子会社である阪神高速サー

ビス㈱が、社団法人阪神有料道路サービ

ス協会からスルーウェイカード提携事業

及び広報受託事業等を譲受けたのに伴

い、譲受時に見込まれた広告宣伝費支出

見込残高234百万円が、企業結合に係る特

定勘定として、流動負債「その他」に計

上されております。 
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりであります。 

給与手当 370百万円

減価償却費 251百万円

利用促進費 479百万円

賞与引当金繰入額 148百万円

退職給付費用 76百万円

役員退職慰労引当金繰

入額 
4百万円

マイレージ割引引当金

繰入額 
668百万円

給与手当    586百万円

減価償却費    277百万円

利用促進費    351百万円

賞与引当金繰入額    147百万円

退職給付費用   73百万円

役員退職慰労引当金繰

入額 
 8百万円

ＥＴＣマイレージサー

ビス引当金繰入額 
   725百万円

給与手当    899百万円

修繕費    149百万円

調査費    223百万円

減価償却費    504百万円

利用促進費      916百万円

賞与引当金繰入額    112百万円

退職給付費用    148百万円

役員退職慰労引当金繰

入額 
  13百万円

マイレージ割引引当金

繰入額 
     1,387百万円

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。 

土地 193百万円 機械装置及び運搬具    0百万円

土地    0百万円

ソフトウェア    0百万円

 計 1百万円

建物及び構築物    0百万円

土地 280百万円

 計 280百万円

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりで

あります。 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりで

あります。 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりで

あります。 

土地 0百万円 建物及び構築物    0百万円

無形固定資産その他  0百万円

 計   0百万円

機械装置及び運搬具   0百万円

土地  17百万円

 計   17百万円

※４ 固定資産除却費の内容は次のとおりで

あります。 

※４ 固定資産除却費の内容は次のとおりで

あります。 

※４ 固定資産除却費の内容は次のとおりで

あります。 

機械装置 2百万円

その他（工具器具備品） 0百万円

 計 2百万円

建物及び構築物  4百万円

機械装置及び運搬具  0百万円

その他（工具、器具及び

備品） 
 1百万円

無形固定資産その他  0百万円

 計  6百万円

建物及び構築物   49百万円

機械装置及び運搬具    97百万円

その他   0百万円

 計    146百万円

※５      ────── 

  

  

  

 ※５ 減損損失 

  当中間連結会計期間において、当社グル

ープは以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

  

  

  

 用途 種類  場所  計上額  

休憩所施

設 

建物及び

構築物 

神戸市中

央区 

14百万円

その他

（工具、

器具及び

備品） 

2百万円

 (合計）   17百万円

 ※５ 減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループ 

 は以下の資産グループについて減損損失を 

 計上いたしました。 

 用途 種類  場所  計上額  

休憩所施

設 

建物及び

構築物 

大阪府泉

大津市ほ

か 

968百万円

土地 6百万円

その他

（工具器

具備品） 

13百万円

 （小計） 988百万円

遊休不動

産 
土地 

大阪市阿

倍野区ほ

か  

144百万円

 (合計）   1,132百万円

  

  

  

（資産のグルーピング） 

 資産のグルーピングは管理会計上の区分を

基礎として以下のように決定しております。 

（資産のグルーピング） 

同左 

  ① 高速道路事業に使用している固定資産 

 は、すべての資産が一体となってキャッシ

 ュ・フローを生成していることから、全体 

 を一つの資産グループとしております。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

  ② ①以外の事業用固定資産については、原 

 則として事業管理単位毎としております。 

 

  ③ それ以外の固定資産については、原則と 

 して個別の資産毎としております。 

 

    

（減損損失を認識するに至った経緯） 

休憩所別の営業損益が継続してマイナスとな

った休憩所施設につき、固定資産の帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しております。 

休憩所施設  

（減損損失を認識するに至った経緯） 

同左 

  （回収可能価額の算定方法） 

 使用価値をもって回収可能価額を測定して

おります。なお、減損対象となった資産につ

いては、いずれも将来キャッシュ・フローの

見積額がマイナスであるため、使用価値は零

と評価しております。 

（回収可能価額の算定方法） 

同左 

     遊休不動産 

（減損損失を認識するに至った経緯） 

 将来の使用が見込まれていない遊休の土地

に関して、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上しております。 

    （回収可能価額の算定方法） 

  正味売却価額をもって回収可能価額を測定

しており、正味売却価額は当該遊休資産の売

却予定額等に基づいて評価しております。 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

株式の種類 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

普通株式 20,000 － － 20,000 

株式の種類 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

普通株式 20,000 － － 20,000 

株式の種類 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

普通株式 20,000 － － 20,000 

2008/12/22 16:48:0308496295/阪神高速道路株式会社/半期報告書/2008-09-30



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在）

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 4,977百万円

有価証券勘定 16,200百万円

現金及び現金同等物 21,177百万円

現金及び預金勘定      6,397百万円

取得日から３ヶ月以内

に償還される短期投資

（有価証券勘定） 

    2,900百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 

     △270百万円

担保差入預金    △1百万円

現金及び現金同等物 9,026百万円

現金及び預金勘定   13,422百万円

有価証券勘定 21,200百万円

現金及び現金同等物     34,622百万円

※２ 債務引受けによる道路建設関係長期借

入金の減少額 

 営業活動によるキャッシュ・フロー、

たな卸資産の増減額△14,844百万円に

は、独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構法第15条第1項により独立行

政法人日本高速道路保有・債務返済機構

に帰属したたな卸資産の額172百万円が

含まれ、また、財務活動によるキャッシ

ュ・フロー、長期借入金の返済による支

出△1,405百万円には、同項の規定によ

り独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構が行った債務引受の額1,405百

万円が含まれております。 

※２ 債務引受けによる道路建設関係長期借

入金の減少額 

 営業活動によるキャッシュ・フロー、

たな卸資産の増減額8,571百万円には、

独立行政法人日本高速道路保有・債務返

済機構法第15条第1項により独立行政法

人日本高速道路保有・債務返済機構に帰

属したたな卸資産の額32,823百万円が含

まれ、また、財務活動によるキャッシ

ュ・フロー、長期借入金の返済による支

出△36,070百万円には、同項の規定によ

り独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構が行った債務引受の額34,765百

万円が含まれております。 

※２ 債務引受けによる道路建設関係長期借

入金の減少額 

 営業活動によるキャッシュ・フロー、

たな卸資産の増減額△19,093百万円に

は、独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構法第15条第1項により独立行

政法人日本高速道路保有・債務返済機構

に帰属したたな卸資産の額23,647百万円

が含まれ、また、財務活動によるキャッ

シュ・フロー、長期借入金の返済による

支出△26,730百万円には、同項の規定に

より独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構が行った債務引受の額25,425

百万円が含まれております。 
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

（借主側） （借主側） （借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

  リース取引開始日がリース会計基準適用

初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法を引続き採用しておりま

す。 

 該当するものについては以下のとおりで

す。 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

その他 
（工具器
具備品） 

74 21 52 

ソフトウ
ェア 22 5 17 

合計 96 27 69 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

48 11 37 

その他 
（工具、
器具及び
備品） 

140 54 86 

ソフトウ
ェア 

26 13 13 

合計 215 79 136 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

13 1 11 

その他 
（工具器
具備品） 

79 29 49 

ソフトウ
ェア 22 8 14 

合計 115 39 75 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 19百万円

１年超 54百万円

合計 74百万円

１年以内 42百万円

１年超 101百万円

合計 144百万円

１年以内   24百万円

１年超   57百万円

合計   82百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 13百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払利息相当額 5百万円

支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 22百万円

支払利息相当額 5百万円

支払リース料   29百万円

減価償却費相当額   22百万円

支払利息相当額  9百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法に

よっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

道路資産の未経過リース料 ① 道路資産の未経過リース料 道路資産の未経過リース料 

１年以内 147,308百万円

１年超 8,885,656百万円

合計 9,032,964百万円

１年以内 149,735百万円

１年超 8,735,935百万円

合計 8,885,670百万円

１年以内    147,575百万円

１年超 8,811,883百万円

合計  8,959,458百万円
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前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

（注）１．道路資産の未経過リース料の金額

は変動する場合があります。当社及

び独立行政法人日本高速道路保有・

債務返済機構は、道路資産の貸付料

を含む協定について、おおむね５年

ごとに検討を加え、必要がある場合

には、相互にその変更を申し出るこ

とができるとされております。ただ

し、道路資産の貸付料を含む協定が

独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構法第17条に規定する基準

に適合しなくなった場合等、業務等

の適正かつ円滑な実施に重大な支障

が生ずるおそれがある場合には、上

記の年限に関わらず、相互にその変

更を申し出ることができるとされて

おります。 

２．道路資産の貸付料は、実績料金収

入が、計画料金収入に計画料金収入

の変動率に相当する金額を加えた金

額（加算基準額）を超えた場合、当

該超過額（実績料金収入－加算基準

額）が加算されることとなっており

ます。また、実績料金収入が、計画

料金収入から計画料金収入の変動率

に相当する金額を減じた金額（減算

基準額）に足りない場合、当該不足

額（減算基準額－実績料金収入）が

減算されることとなっております。 

（注）１．    同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ２．    同左 

（注）１．    同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ２．    同左 

  

  

② 道路資産以外の未経過リース料 

１年以内 14百万円

１年超 72百万円

合計 87百万円
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 （注）譲渡性預金は、当中間連結会計期間末より、中間連結貸借対照表において「有価証券」として表示しており

ます。前中間連結会計期間末は、中間連結貸借対照表において「現金及び預金」に含めて表示しておりま

す。 

  

当中間連結会計期間末（平成20年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において、時価のある

有価証券のうち一部について減損処理を行い、投資有価証券評価損34百万円を計上しております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内訳 

  

前連結会計年度末（平成20年３月31日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

 (１)その他有価証券  

 譲渡性預金 16,200 

 非上場株式 4 

合計 16,204 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

 (１)株式 94 113 18 

 (２)債券      

 国債・地方債等 750 750 0 

 社債 200 205 5 

 その他 725 698 △26 

 (３)その他 23 21 △2 

合計 1,794 1,787 △6 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

 (１)その他有価証券  

 譲渡性預金 2,800 

 ＭＭＦ 100 

合計 2,900 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

 (１)その他有価証券  

 譲渡性預金 21,200 

合計 21,200 
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（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

 デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間末（平成20年９月30日） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．時価については、取引先金融機関から提出された価格によっております。 

２．デリバティブが組込まれた商品であります。 

３．組込デリバティブについて、時価を合理的に区分して測定できないため、当該複合金融商品

全体を時価評価しております。 

４．契約額等については、当該複合金融商品の期首帳簿価額を表示しております。 

  

前連結会計年度末（平成20年３月31日） 

 デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

債券 その他のデリバティブ取引 561 552 △8 

合計  561 552 △8 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 事業内容の種類、類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主要な内容 

当中間連結会計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 事業内容の種類、類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主要な内容 

  
高速道路事業
（百万円） 

受託事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する

売上高 
90,658 － 721 91,380 － 91,380 

(2）セグメント間の内

部売上高 
－ － － － － － 

計 90,658 － 721 91,380 － 91,380 

営業費用 88,677 25 450 89,153 － 89,153 

営業利益又は営業損失

（△） 
1,981 △25 271 2,227 － 2,227 

事業 主要内容 

高速道路事業 高速道路の新設、改築、修繕、災害復旧その他の管理等 

受託事業 国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持等及びその他委託に基づく事業等 

その他の事業 休憩施設の運営、駐車場施設の運営、不動産賃貸等 

  
高速道路事業
（百万円） 

受託事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する

売上高 
122,652 375 754 123,783 － 123,783 

(2）セグメント間の内

部売上高 
－ － 1 1 (1) －

計 122,652 375 755 123,784 (1) 123,783 

営業費用 122,250 475 479 123,206 (1) 123,205 

営業利益又は営業損失

（△） 
401 △100 276 577 － 577 

事業 主要内容 

高速道路事業 高速道路の新設、改築、修繕、災害復旧その他の管理等 

受託事業 国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持等及びその他委託に基づく事業等 

その他の事業 休憩施設の運営、駐車場施設の運営、不動産賃貸等 
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前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 事業内容の種類、類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主要な内容 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  
高速道路事業
（百万円） 

受託事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する

売上高 
208,202 3,882 1,493 213,578 － 213,578 

(2）セグメント間の内

部売上高 
－ － － － － － 

計 208,202 3,882 1,493 213,578 － 213,578 

営業費用 205,037 4,046 930 210,013 － 210,013 

営業利益又は営業損失

（△） 
3,165 △163 562 3,564 － 3,564 

事業 主要内容 

高速道路事業 高速道路の新設、改築、修繕、災害復旧その他の管理等 

受託事業 国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持等及びその他委託に基づく事業等 

その他の事業 休憩施設の運営、駐車場施設の運営、不動産賃貸等 
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（企業結合等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 当社の連結子会社である阪神高速サービス㈱は、社団法人阪神有料道路サービス協会との間で、同協会が収

益事業として実施している全事業及び当該事業に係る資産及び負債並びにこれらに付随する一切の権利義務を

譲り受ける事業譲受を平成19年４月１日に実施いたしました。 

１ 企業結合の理由 

当社グループ内で、同協会が実施している収益事業を営むことにより、当社グループの経営効率化を推進

することを目的として実施したものであります。 

２ 相手企業等の名称、取得した事業の内容 

名称 社団法人阪神有料道路サービス協会 

事業内容 スルーウェイカード提携事業、広報受託事業等 

３ 企業結合日 

平成19年４月１日 

４ 企業結合の法的形式 

社団法人阪神有料道路サービス協会から当社連結子会社である阪神高速サービス㈱に対する事業譲渡 

５ 結合後企業の名称 

阪神高速サービス㈱ 

６ 中間連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間 

平成19年４月１日から平成19年９月30日まで 

７ 取得した事業の取得原価及びその内訳 

本事業譲受は無償で実施いたしました。 

８ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額、並びにその主な内訳 

資産の額 

負債の額 

上記、譲受資産及び引受負債の差額314百万円については、企業結合に係る特定勘定として流動負債「その

他」に計上しております。なお、当中間連結会計期間末における残高は136百万円であります。 

当中間連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

１ 阪神高速トール大阪㈱の事業の譲受 

 当社の連結子会社である阪神高速トール大阪㈱は、平成20年４月１日付で、㈱高速道路開発、㈱エイチエ

イチエス、㈱ベイフレンド及び㈱グローウェイより、高速道路の料金収受業務に係る事業譲受を実施してお

ります。 

(１) 企業結合の概要 

(２) 実施した会計処理の概要 

本事業譲受は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成18年12月22日改正 企業

会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

  

流動資産 537百万円
固定資産 62百万円

合計 600百万円

流動負債 286百万円

相手企業の名称 
㈱高速道路開発、㈱エイチエイチエス、㈱ベイフレンド及び㈱グロー

ウェイ 

取得した事業の内容 高速道路の料金収受業務 

企業結合を行った主な理由 
阪神高速道路の料金収受業務にグループ経営を導入し、同業務の一層

の効率化と業務品質の向上を推進するため 

企業結合日 平成20年４月１日 

企業結合の法的形式 

㈱高速道路開発、㈱エイチエイチエス、㈱ベイフレンド及び㈱グロー

ウェイから当社連結子会社である阪神高速トール大阪㈱に対する事業

譲渡 

結合後企業の名称 阪神高速トール大阪㈱ 
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２ 阪神高速トール神戸㈱の事業の譲受 

 当社の連結子会社である阪神高速トール神戸㈱は、平成20年４月１日付で、㈱コーベックス及び㈱サナウ

ィンより、高速道路の料金収受業務に係る事業譲受を実施しております。 

(１) 企業結合の概要 

(２) 実施した会計処理の概要 

本事業譲受は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成18年12月22日改正 企業

会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

  

３ 阪神高速トール大阪㈱及び阪神高速トール神戸㈱による㈱エイチエイチエス株式の取得 

 当社の連結子会社である阪神高速トール大阪㈱及び阪神高速トール神戸㈱が、㈱エイチエイチエスの発行

済株式の一部をそれぞれ平成20年４月１日付、平成20年４月30日付で取得しております。 

 なお、当該取得により、従来、非連結子会社であった㈱エイチエイチエスは、中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼすこととなったため、当期首より連結の範囲に含めております。 

(１) 企業結合の概要 

(２) 実施した会計処理の概要 

本株式取得は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成18年12月22日改正 企業

会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

(３) 株式取得における取得原価及びその内訳 

 阪神高速トール大阪㈱   現金  5百万円 

 阪神高速トール神戸㈱   現金  2百万円 

(４) 発生した負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

 負ののれんの金額        345百万円 

 発生原因 

 子会社株式の取得原価が取得した資産及び引受けた負債に配分された純額を下回ったため。 

 償却方法及び期間   ５年間で均等償却しております。 

(５) 企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結会計年度以降の会計処理方針 

 該当事項はありません。 

(６) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

 該当事項はありません。 

相手企業の名称 ㈱コーベックス及び㈱サナウィン 

取得した事業の内容 高速道路の料金収受業務 

企業結合を行った主な理由 
阪神高速道路の料金収受業務にグループ経営を導入し、同業務の一層

の効率化と業務品質の向上を推進するため 

企業結合日 平成20年４月１日 

企業結合の法的形式 
㈱コーベックス及び㈱サナウィンから当社連結子会社である阪神高速

トール神戸㈱に対する事業譲渡 

結合後企業の名称 阪神高速トール神戸㈱ 

相手企業の名称 ㈱エイチエイチエス 

相手企業の事業の内容 高速道路の料金収受業務に係る人材派遣事業 

取引の目的  
㈱エイチエイチエスを連結子会社化し、高速道路の料金収受業務の一

層の効率化を推進し、当社グループの企業価値の向上を図るため 

企業結合日 
阪神高速トール大阪㈱による株式取得 平成20年４月１日 

阪神高速トール神戸㈱による株式取得 平成20年４月30日 

企業結合の法的形式 株式取得 

結合後企業の名称 ㈱エイチエイチエス 
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４ 阪神高速サービス㈱、阪神高速トール大阪㈱及び阪神高速トール神戸㈱による㈱高速道路開発株式の取得 

 当社の連結子会社である阪神高速サービス㈱、阪神高速トール大阪㈱及び阪神高速トール神戸㈱が、㈱高

速道路開発の発行済株式の一部を平成20年４月１日付で取得しております。 

 なお、当該取得により、従来、非連結子会社であった㈱高速道路開発は、中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼすこととなったため、当期首より連結の範囲に含めております。 

(１) 企業結合の概要 

(２) 実施した会計処理の概要 

本株式取得は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成18年12月22日改正 企業

会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

(３) 株式取得における取得原価及びその内訳 

 阪神高速サービス㈱    現金  2百万円 

 阪神高速トール大阪㈱   現金  2百万円 

 阪神高速トール神戸㈱   現金  2百万円 

(４) 発生した負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

 負ののれんの金額        325百万円 

 発生原因 

 子会社株式の取得原価が取得した資産及び引受けた負債に配分された純額を下回ったため。 

 償却方法及び期間   ５年間で均等償却しております。 

(５) 企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結会計年度以降の会計処理方針 

 該当事項はありません。 

(６) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

 該当事項はありません。 

  

５ 阪神高速トール大阪㈱及び阪神高速トール神戸㈱による㈱コーベックス株式の取得 

 当社の連結子会社である阪神高速トール大阪㈱及び阪神高速トール神戸㈱が、㈱コーベックスの発行済株

式の一部を平成20年４月１日付で取得しております。 

 なお、当該取得により、従来、非連結子会社であった㈱コーベックスは、中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼすこととなったため、当期首より連結の範囲に含めております。 

(１) 企業結合の概要 

(２) 実施した会計処理の概要 

本株式取得は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成18年12月22日改正 企業

会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

(３) 株式取得における取得原価及びその内訳 

 阪神高速トール大阪㈱   現金  2百万円 

 阪神高速トール神戸㈱   現金  2百万円 

相手企業の名称 ㈱高速道路開発 

相手企業の事業の内容 高速道路の料金収受業務に係る人材派遣事業 

取引の目的  
㈱高速道路開発を連結子会社化し、高速道路の料金収受業務の一層の

効率化を推進し、当社グループの企業価値の向上を図るため 

企業結合日 平成20年４月１日 

企業結合の法的形式 株式取得 

結合後企業の名称 ㈱高速道路開発 

相手企業の名称 ㈱コーベックス 

相手企業の事業の内容 高速道路の料金収受業務に係る人材派遣事業 

取引の目的  
㈱コーベックスを連結子会社化し、高速道路の料金収受業務の一層の

効率化を推進し、当社グループの企業価値の向上を図るため 

企業結合日 平成20年４月１日 

企業結合の法的形式 株式取得 

結合後企業の名称 ㈱コーベックス 
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(４) 発生した負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

 負ののれんの金額        298百万円 

 発生原因 

 子会社株式の取得原価が取得した資産及び引受けた負債に配分された純額を下回ったため。 

 償却方法及び期間   ５年間で均等償却しております。 

(５) 企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結会計年度以降の会計処理方針 

 該当事項はありません。 

(６) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

 該当事項はありません。 

  

６ ㈱高速道路開発の事業の譲受 

 ㈱高速道路開発は、平成20年５月１日付で、㈱ベイフレンドより旅行事業の譲受を実施しております。 

 (１) 企業結合の概要 

(２) 実施した会計処理の概要 

本事業譲受は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成18年12月22日改正 企業会計基準

適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 当社の連結子会社である阪神高速サービス㈱は、社団法人阪神有料道路サービス協会との間で、同協会が収

益事業として実施している全事業及び当該事業に係る資産及び負債並びにこれらに付随する一切の権利義務を

譲り受ける事業譲受を平成19年４月１日に実施いたしました。 

 １ 企業結合の理由 

 当社グループ内で、同協会が実施している収益事業を営むことにより、当社グループの経営効率化を推進

することを目的として実施したものであります。 

 ２ 相手企業等の名称、取得した事業の内容 

 名称 社団法人阪神有料道路サービス協会 

事業内容 スルーウェイカード提携事業、広報受託事業等 

 ３ 企業結合日 

 平成19年４月１日 

 ４ 企業結合の法的形式 

 社団法人阪神有料道路サービス協会から当社連結子会社である阪神高速サービス㈱に対する事業譲渡 

 ５ 結合後企業の名称 

 阪神高速サービス㈱ 

 ６ 連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間 

 平成19年４月１日から平成20年３月31日まで 

 ７ 取得した事業の取得原価及びその内訳 

 本事業譲受は無償で実施いたしました。 

相手企業の名称 ㈱ベイフレンド 

取得した事業の内容 国内旅行商品及び海外旅行商品の販売 

企業結合を行った主な理由 
㈱ベイフレンドの解散に伴い、同社の旅行事業を譲り受けることによ

り、今後の業績の拡大と当社グループの企業価値の向上を図るため 

企業結合日 平成20年５月１日 

企業結合の法的形式 
㈱ベイフレンドから当社連結子会社である㈱高速道路開発に対する事

業譲渡 

結合後企業の名称 ㈱高速道路開発 
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 ８ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額、並びにその主な内訳 

 資産の額       600百万円 

 （主な内訳） 

 負債の額       286百万円 

 （主な内訳） 

 上記、譲受資産及び引受負債の差額314百万円については、企業結合に係る特定勘定として流動負債「そ

の他」に計上しております。 

 なお、当連結会計年度末における残高は234百万円であります。 

流動資産 537百万円
現金及び預金 150百万円

未収金 384百万円

固定資産 62百万円

長期前払費用 27百万円

流動負債 286百万円

未払金 228百万円
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（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,273.81円

１株当たり中間純利益

金額 

128.93円

１株当たり純資産額  1,363.68円

１株当たり中間純利益

金額 

72.36円

１株当たり純資産額   1,291.58円

１株当たり当期純利益

金額 

    146.71円

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日）

中間（当期）純利益（百万円） 2,578 1,447 2,934 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利

益（百万円） 
2,578 1,447 2,934 

普通株式の期中平均株式数 

（千株） 
20,000 20,000 20,000 
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１．事業譲受けに関する基本合意及

び重要な子会社の設立 

１．   ────── １．   ────── 

 当社は、料金収受業務に関し

て、㈱高速道路開発、㈱サナウィ

ン、㈱コーベックス、㈱エイチエ

イチエス及び㈱ベイフレンドとの

間で、当社設立の子会社（大阪地

区、神戸地区各１社）に事業譲渡

する旨の基本合意書を締結いたし

ました。 

 また、当社設立の子会社（大阪

地区、神戸地区各１社）につきま

して、平成19年11月28日開催の取

締役会の決議に基づき、当社全額

出資による100％子会社を平成19年

12月10日に設立いたしました。 

    

(1）事業譲受けに関する基本合意 

① 事業の譲受けの目的 

阪神高速道路の料金収受業

務にグループ経営を導入し、

同業務の一層の効率化と業務

品質の向上を推進するため、

当社設立の子会社に事業譲渡

を行うことで、連結子会社化

を図ることを目的としていま

す。 

    

  

② 譲り受ける相手方の名称 

  

大阪地区 基本合意書締結日 

 ㈱高速道路開発 平成19年11月９日 

 ㈱エイチエイチ

エス 
平成19年11月22日 

 ㈱ベイフレンド 平成19年10月31日 

神戸地区 基本合意書締結日 

 ㈱コーベックス 平成19年10月18日 

 ㈱サナウィン 平成19年10月31日 

    

  

③ 譲り受ける事業の内容 

高速道路の料金収受業務 

    

④ 譲り受ける資産・負債の額 

譲渡契約締結までの間に当

事者間で協議のうえ、決定す

る。 

    

  

⑤ 譲受の時期 

譲渡契約締結日  未定 

譲受日 平成20年４月１日

（予定） 
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前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

⑥ その他 

 事業譲受けにあたっては、事

業を譲渡する会社の株主総会で

の承認等の諸手続を経るものと

する。 

    

  

(2）重要な子会社の設立 

 ① 設立の目的 

料金収受業務にグループ経

営を導入し、当社の同業務の

一層の効率化と品質の向上を

推進するため。 

    

  

 ② 子会社の概要 

(大阪地区） 

  

(神戸地区） 

  

 商号  阪神高速トール大阪㈱ 

 主な事業

の内容 
 高速道路の料金収受業務 

 設立年月

日 
 平成19年12月10日 

 所在地 
 大阪市西区立売堀１－３

－13 

 資本金 5,000万円  

 発行済株

式数 
1,000株  

 発行価額 ５万円  

 株主構成 当社100％  

 商号  阪神高速トール神戸㈱ 

 主な事業

の内容 
 高速道路の料金収受業務 

 設立年月

日 
 平成19年12月10日 

 所在地 
 神戸市中央区雲井通４－

２－２ 

 資本金 5,000万円  

 発行済株

式数 
1,000株  

 発行価額 ５万円  

 株主構成 当社100％  
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前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

２．   ────── 

  

２．   ────── 

  

  

２．企業結合 

(1）阪神高速トール大阪㈱ 

当社の連結子会社である阪神

高速トール大阪㈱は、㈱高速道

路開発、㈱エイチエイチエス、

㈱ベイフレンド及び㈱グローウ

ェイから高速道路の料金収受業

務について、平成20年２月27日

付にて以下のとおり事業譲渡契

約を締結し、当該譲受けを平成

20年４月１日に実施しておりま

す。 

 ①企業結合の概要 

 相手企業の

名称 

 ㈱高速道路開発、㈱エイ

チエイチエス、㈱ベイフ

レンド及び㈱グローウェ

イ 

 取得した事

業の内容 
 高速道路の料金収受業務

 企業結合を

行った主な

理由 

 阪神高速道路の料金収受

業務にグループ経営を導

入し、同業務の一層の効

率化と業務品質の向上を

推進するため 

 企業結合日 平成20年４月１日 

 企業結合の

法的形式 

 ㈱高速道路開発、㈱エイ

チエイチエス、㈱ベイフ

レンド及び㈱グローウェ

イから当社連結子会社で

ある阪神高速トール大阪

㈱に対する事業譲渡 

 結合後企業

の名称 
阪神高速トール大阪㈱ 

    

  

 ②取得した事業の取得原価及びそ

の内訳 

 現金    53百万円 

    

  

 ③企業結合日に受け入れた資産及

び引き受けた負債の額、並びに

その主な内訳 

 資産の額 

固定資産  53百万円    
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（２）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

    

  

(2）阪神高速トール神戸㈱ 

当社の連結子会社である阪神

高速トール神戸㈱は、㈱コーベ

ックス及び㈱サナウィンから高

速道路の料金収受業務につい

て、平成20年２月27日付にて以

下のとおり事業譲渡契約を締結

し、当該譲受けを平成20年４月

１日に実施しております。 

 ①企業結合の概要 

 相手企業の

名称 

 ㈱コーベックス及び㈱サ

ナウィン 

 取得した事

業の内容 
 高速道路の料金収受業務

 企業結合を

行った主な

理由 

 阪神高速道路の料金収受

業務にグループ経営を導

入し、同業務の一層の効

率化と業務品質の向上を

推進するため 

 企業結合日 平成20年４月１日 

 企業結合の

法的形式 

 ㈱コーベックス及び㈱サ

ナウィンから当社連結子

会社である阪神高速トー

ル神戸㈱に対する事業譲

渡 

 結合後企業

の名称 
阪神高速トール神戸㈱ 

    

  

 ②取得した事業の取得原価及びそ

の内訳 

 現金    21百万円 

    

  

 ③企業結合日に受け入れた資産及

び引き受けた負債の額、並びに

その主な内訳 

 資産の額 

固定資産  21百万円    
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２【中間財務諸表等】 
（１）【中間財務諸表】 
①【中間貸借対照表】 

(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対
照表 

(平成20年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,481 3,192 12,001

高速道路事業営業未収入金 11,690 14,230 18,108

未収入金 158 100 1,159

未収還付法人税等 － 28 －

有価証券 16,200 2,600 21,200

仕掛道路資産 134,076 129,703 138,270

貯蔵品 93 134 132

受託業務前払金 12,924 15,716 12,909

前払費用 111 155 15

その他 431 482 387

貸倒引当金 △32 △9 △16

流動資産合計 179,136 166,334 204,166

固定資産    

高速道路事業固定資産    

有形固定資産    

建物 945 949 950

減価償却累計額 △87 △129 △107

建物（純額） 858 819 842

構築物 14,340 15,621 15,298

減価償却累計額 △1,736 △2,232 △1,806

構築物（純額） 12,604 13,388 13,491

機械及び装置 24,089 29,497 28,419

減価償却累計額 △4,749 △8,082 △6,275

機械及び装置（純額） 19,340 21,414 22,144

車両運搬具 490 502 502

減価償却累計額 △231 △335 △283

車両運搬具（純額） 258 166 218

工具、器具及び備品 236 245 246

減価償却累計額 △149 △175 △162

工具、器具及び備品（純額） 87 69 84

建設仮勘定 1,491 1,090 1,249

有形固定資産合計 34,640 36,951 38,030

無形固定資産    

ソフトウエア 261 364 393

その他 32 21 38

無形固定資産合計 293 386 431

高速道路事業固定資産合計 34,934 37,337 38,461
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(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対
照表 

(平成20年３月31日) 

関連事業固定資産    

有形固定資産    

建物 892 133 24

減価償却累計額 △80 △101 △2

建物（純額） 812 32 21

構築物 393 437 434

減価償却累計額 △124 △178 △156

構築物（純額） 269 258 278

機械及び装置 27 19 19

減価償却累計額 △4 △6 △4

機械及び装置（純額） 23 13 15

工具、器具及び備品 78 76 62

減価償却累計額 △32 △42 △30

工具、器具及び備品（純額） 45 33 32

土地 1,283 1,276 1,276

建設仮勘定 1 33 2

有形固定資産合計 2,435 1,646 1,626

関連事業固定資産合計 2,435 1,646 1,626

各事業共用固定資産    

有形固定資産    

建物 3,094 3,206 3,161

減価償却累計額 △293 △437 △365

建物（純額） 2,800 2,768 2,795

構築物 54 57 56

減価償却累計額 △10 △14 △12

構築物（純額） 43 43 43

車両運搬具 11 11 11

減価償却累計額 △4 △6 △5

車両運搬具（純額） 7 4 6

工具、器具及び備品 101 126 122

減価償却累計額 △20 △31 △24

工具、器具及び備品（純額） 81 94 97

土地 2,995 2,995 2,995

建設仮勘定 － 64 60

有形固定資産合計 5,928 5,972 5,999

無形固定資産    

ソフトウエア 2,623 2,151 2,496

その他 17 9 6

無形固定資産合計 2,640 2,160 2,502

各事業共用固定資産合計 8,569 8,132 8,502
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(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対
照表 

(平成20年３月31日) 

その他の固定資産    

有形固定資産    

土地 1,041 918 896

有形固定資産合計 1,041 918 896

その他の固定資産合計 1,041 918 896

投資その他の資産    

その他の投資等 405 657 658

貸倒引当金 △62 △53 △55

投資その他の資産合計 343 603 602

固定資産合計 47,324 48,638 50,090

資産合計 ※1  226,461 ※1  214,973 ※1  254,257

負債の部    

流動負債    

高速道路事業営業未払金 14,237 14,418 28,512

1年以内返済予定長期借入金 11,901 2,611 8,721

未払金 270 284 1,190

未払費用 648 547 560

未払法人税等 637 107 1,129

未払消費税等 ※3  56 ※3  708 138

受託業務前受金 13,123 16,051 13,009

前受金 1,987 1,107 1,470

預り金 55 53 62

賞与引当金 979 880 793

回数券払戻引当金 2,470 785 1,556

ハイウェイカード偽造損失補てん引当金 0 － －

その他 74 18 62

流動負債合計 46,442 37,575 57,206

固定負債    

道路建設関係社債 ※1  23,798 ※1  44,230 ※1  44,220

道路建設関係長期借入金 106,351 84,706 103,961

その他の長期借入金 6,527 3,916 5,222

繰延税金負債 81 108 108

受入保証金 92 86 92

退職給付引当金 17,101 16,769 17,222

役員退職慰労引当金 19 30 24

ETCマイレージサービス引当金 668 725 719

その他 578 510 544

固定負債合計 155,218 151,083 172,115

負債合計 201,661 188,659 229,322
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(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対
照表 

(平成20年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 10,000 10,000 10,000

資本剰余金    

資本準備金 10,000 10,000 10,000

資本剰余金合計 10,000 10,000 10,000

利益剰余金    

その他利益剰余金    

固定資産圧縮特別勘定積立金 119 158 158

高速道路事業別途積立金 1,921 4,758 1,921

関連事業別途積立金 3 3 3

繰越利益剰余金 2,755 1,394 2,851

利益剰余金合計 4,799 6,314 4,934

株主資本合計 24,799 26,314 24,934

純資産合計 24,799 26,314 24,934

負債・純資産合計 226,461 214,973 254,257
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②【中間損益計算書】 

(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

前事業年度の要約損益計
算書 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日)

高速道路事業営業損益    

営業収益    

料金収入 90,074 86,959 178,356

道路資産完成高 172 32,823 23,647

その他の売上高 1 2,443 5,179

営業収益合計 90,249 122,227 207,184

営業費用    

道路資産賃借料 69,994 70,274 139,999

道路資産完成原価 172 32,823 23,647

管理費用 18,303 18,644 40,714

営業費用合計 88,470 121,742 204,361

高速道路事業営業利益 1,778 484 2,822

関連事業営業損益    

営業収益    

受託業務収入 － 375 3,882

駐車場事業収入 332 322 671

休憩所等事業収入 74 69 138

その他営業事業収入 51 42 136

営業収益合計 457 809 4,828

営業費用    

受託業務事業費 25 475 4,045

駐車場事業費 134 119 282

休憩所等事業費 97 116 207

その他営業事業費 58 31 117

営業費用合計 315 743 4,653

関連事業営業利益 142 66 175

全事業営業利益 1,921 551 2,997

営業外収益 ※1  156 ※1  200 ※1  482

営業外費用 ※2  123 ※2  98 ※2  247

経常利益 1,954 653 3,233

特別利益 ※3  996 ※3  754 ※3  1,977

特別損失 ※4  3 ※4, ※5  17 ※4, ※5  1,377

税引前中間純利益 2,947 1,389 3,832

法人税、住民税及び事業税 578 10 1,302

法人税等調整額 － － 26

法人税等合計 578 10 1,329

中間純利益 2,368 1,379 2,503
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③【中間株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

前事業年度の要約株主資
本等変動計算書 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日)

株主資本    

資本金    

前期末残高 10,000 10,000 10,000

当中間期変動額    

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 10,000 10,000 10,000

資本剰余金    

資本準備金    

前期末残高 10,000 10,000 10,000

当中間期変動額    

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 10,000 10,000 10,000

利益剰余金    

その他利益剰余金    

固定資産圧縮特別勘定積立金    

前期末残高 119 158 119

当中間期変動額    

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 － － 39

当中間期変動額合計 － － 39

当中間期末残高 119 158 158

高速道路事業別途積立金    

前期末残高 1,176 1,921 1,176

当中間期変動額    

別途積立金の積立 745 2,836 745

当中間期変動額合計 745 2,836 745

当中間期末残高 1,921 4,758 1,921

関連事業別途積立金    

前期末残高 3 3 3

当中間期変動額    

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 3 3 3

繰越利益剰余金    

前期末残高 1,132 2,851 1,132

当中間期変動額    

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 － － △39

別途積立金の積立 △745 △2,836 △745

中間純利益 2,368 1,379 2,503

当中間期変動額合計 1,623 △1,456 1,719

当中間期末残高 2,755 1,394 2,851
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(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

前事業年度の要約株主資
本等変動計算書 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日)

利益剰余金合計    

前期末残高 2,431 4,934 2,431

当中間期変動額    

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 － － －

別途積立金の積立 － － －

中間純利益 2,368 1,379 2,503

当中間期変動額合計 2,368 1,379 2,503

当中間期末残高 4,799 6,314 4,934

株主資本合計    

前期末残高 22,431 24,934 22,431

当中間期変動額    

中間純利益 2,368 1,379 2,503

当中間期変動額合計 2,368 1,379 2,503

当中間期末残高 24,799 26,314 24,934

純資産合計    

前期末残高 22,431 24,934 22,431

当中間期変動額    

中間純利益 2,368 1,379 2,503

当中間期変動額合計 2,368 1,379 2,503

当中間期末残高 24,799 26,314 24,934
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

前中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によってお

ります。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左  

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左  

  

  

 その他有価証券 

 （時価のないもの） 

 移動平均法による原価法によってお

ります。 

 その他有価証券 

 （時価のないもの） 

同左  

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 ２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 評価基準は主として原価法（収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）によっ

ております。 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）仕掛道路資産 

 個別法による原価法によっておりま

す。 

(1）仕掛道路資産 

 個別法を採用しております。 

(1）仕掛道路資産 

 個別法による原価法によっておりま

す。 

 なお、仕掛道路資産の取得原価は、

建設価額に用地取得に係る費用その他

の附帯費用を加算した価額に労務費・

人件費等のうち道路建設に要した費用

として区分された費用の額及び除却工

事費用等資産の取得に要した費用の額

を加えた額としております。 

 なお、仕掛道路資産の取得原価は、

建設価額に用地取得に係る費用その他

の附帯費用を加算した価額に労務費・

人件費等のうち道路建設に要した費用

として区分された費用の額及び除却工

事費用等資産の取得に要した費用の額

を加えた額としております。 

 なお、仕掛道路資産の取得原価は、

建設価額に用地取得に係る費用その他

の附帯費用を加算した価額に労務費・

人件費等のうち道路建設に要した費用

として区分された費用の額及び除却工

事費用等資産の取得に要した費用の額

を加えた額としております。 

 また、仕掛道路資産の建設に充当し

た借入資金の利息で、当該資産の工事

完了の日までに発生したものは建設価

額に算入しております。 

  

 また、仕掛道路資産の建設に充当し

た借入資金の利息で、当該資産の工事

完了の日までに発生したものは建設価

額に算入しております。 

 また、仕掛道路資産の建設に充当し

た借入資金の利息で、当該資産の工事

完了の日までに発生したものは建設価

額に算入しております。 

  

(2) 貯蔵品 

主として個別法による原価法によっ

ております。 

(2) 貯蔵品 

主として個別法を採用しておりま

す。 

(2) 貯蔵品 

主として個別法による原価法によっ

ております。 

  

  

 （会計方針の変更） 

従来、主として個別法による原価法

を採用しておりましたが、当中間会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準第９号 平成

18年７月５日）が適用されたことに伴

い、主として個別法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。  

 これにより損益に与える影響はありま

せん。 

  

  

３ 固定資産の減価償却方法 

(1）有形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

構築物     ５～60年 

機械装置    ５～17年 

 また、阪神高速道路公団から承継した

資産については、上記耐用年数を基にし

た中古資産の耐用年数によっておりま

す。 

３ 固定資産の減価償却方法 

(1）有形固定資産 

同左  

  

  

  

  

  

  

  

３ 固定資産の減価償却方法 

(1）有形固定資産 

同左  
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前中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中間会計期

間より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。 

これによる損益に与える影響は軽微で

あります。  

（追加情報） 

 機械装置については、平成20年度の税

制改正を契機に耐用年数を見直したこと

により、当中間会計期間より耐用年数を

変更しております。 

  

これによる損益に与える影響は軽微で

あります。  

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。 

これによる損益に与える影響は軽微で

あります。  

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左  

(2）無形固定資産 

同左  

４ 繰延資産の処理方法 

道路建設関係社債発行費  

支出時に全額費用処理しております。 

４     ────── ４ 繰延資産の処理方法 

道路建設関係社債発行費  

支出時に全額費用処理しております。 

５ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率に基づ

き、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

５ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左  

５ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

  

  

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額のうち当中間会

計期間の負担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左  

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額のうち当事業年

度の負担額を計上しております。 

(3）回数通行券払戻引当金 

 回数通行券の廃止に伴う払戻に備える

ため、販売実績、使用実績及び払戻実績

等に基づいて算出した発生見込額を計上

しております。 

(3）回数券払戻引当金 

同左  

(3）回数通行券払戻引当金 

同左  

  

(4）ハイウェイカード損失補填引当金 

 ハイウェイカードの偽造被害に伴い、

券種毎に販売額を超えての利用又は払戻

請求により発生する損失に備えるため、

過去の実績に基づいて算出した発生見込

額を計上しております。 

(4） 

────── 

(4） 

────── 

(5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められる額

を計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、その発生時に

一括費用処理することとしており、数理

計算上の差異は、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した

額を、それぞれ発生年度の翌期から費用

処理することとしております。 

(5）退職給付引当金 

同左  

(5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、過去勤務債務は、その発生時に

一括費用処理することとしており、数理

計算上の差異は、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した

額を、それぞれ発生年度の翌期から費用

処理することとしております。 

(6）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく中間会

計期間末要支給額を計上しております。 

(6）役員退職慰労引当金 

同左  

(6）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末要

支給額を計上しております。 
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前中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

(7）マイレージ割引引当金 

 ＥＴＣマイレージサービス制度による

高速道路通行料金割引に備えるため、マ

イレージポイント発生見込額を計上して

おります。 

(7）ＥＴＣマイレージサービス引当金 

同左  

(7）マイレージ割引引当金 

同左  

  

  

６ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

６ リース取引の処理方法 

  リース取引に関する会計基準の改正適用

初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

６ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

７ その他中間財務諸表作成のための重要な

事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

７ その他中間財務諸表作成のための重要な

事項 

① 消費税等の会計処理 

同左  

７ その他財務諸表作成のための重要な事項 

  

① 消費税等の会計処理 

同左  

  

② 収益及び費用の計上基準 

完成工事高の計上基準 

 道路資産完成高及び受託事業収入の

計上には、工事完成基準を適用してお

ります。 

② 収益及び費用の計上基準 

同左  

② 収益及び費用の計上基準 

同左  
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】 

前中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

────── （リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、当中間

会計期間より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士

協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））が適用されたことに伴い、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

────── 

   なお、リース取引開始日が適用初年度開始

前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、引き続き通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。 

 

   これにより損益に与える影響はありませ

ん。 
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【表示方法の変更】 

前中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

（中間貸借対照表） ────── 

 前中間会計期間において、流動資産の「現金及び預

金」として表示しておりました譲渡性預金は、「金融商

品会計に関する実務指針」の改正（日本公認会計士協会

平成19年７月４日 会計制度委員会報告第14号）及び

「中間財務諸表等規則ガイドライン」の改正に伴い、当

中間会計期間から「有価証券」として表示しておりま

す。なお、前中間会計期間末における流動資産の「現金

及び預金」に含まれる譲渡性預金は19,200百万円であり

ます。 

 「前払費用」は前中間会計期間まで、流動資産の「そ

の他」に、「未払費用」及び「預り金」は、前中間会計

期間まで、流動負債の「その他」に、また、「受入保証

金」は前中間会計期間まで、固定負債の「その他」に含

めて表示していましたが、当中間会計期間より区分掲記

しております。 

  なお、前中間会計期間末の「前払費用」、「未払費

用」、「預り金」及び「受入保証金」の金額は、それぞ

れ129百万円、475百万円、53百万円及び67百万円であり

ます。 
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【追加情報】 

前中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

────── ────── （貸借対照表） 

    譲渡性預金は、当事業年度より改

正後の「金融商品会計に関する実務

指針」（日本公認会計士協会 会計

制度委員会報告第14号 改正平成19

年７月４日）及び「金融商品会計に

関するＱ＆Ａ」（会計制度委員会 

改正平成19年11月６日）に基づき、

当貸借対照表において「有価証券」

として表示しております。なお、前

事業年度末及び当事業年度末の譲渡

性預金は、それぞれ－百万円、

21,200百万円であります。 
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【注記事項】 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前事業年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 高速道路株式会社法第８条の規定に基

づき、総財産を道路建設関係社債23,798

百万円（額面23,900百万円）の一般担保

に供しております。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 高速道路株式会社法第８条の規定に基

づき、総財産を道路建設関係社債44,230

百万円（額面44,400百万円）の一般担保

に供しております。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 高速道路株式会社法第８条の規定に基

づき、総財産を道路建設関係社債44,220

百万円（額面44,400百万円）の一般担保

に供しております。 

 ２ 偶発債務 

 独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構の保有する債券等に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 

 ２ 偶発債務 

 独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構の保有する債券等に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 

 ２ 偶発債務 

 独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構の保有する債券等に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 

(1）日本道路公団等民営化関係法施行法

第16条の規定により、独立行政法人日

本高速道路保有・債務返済機構が阪神

高速道路公団から承継した債券（国が

保有している債券を除く。）に係る債

務については、独立行政法人日本高速

道路保有・債務返済機構と連帯して債

務を負っております。 

（独）日本高速道路保有・債務返済機

構 

960,400百万円 

(1）日本道路公団等民営化関係法施行法

第16条の規定により、独立行政法人日

本高速道路保有・債務返済機構が阪神

高速道路公団から承継した債券（国が

保有している債券を除く。）に係る債

務については、独立行政法人日本高速

道路保有・債務返済機構と連帯して債

務を負っております。 

（独）日本高速道路保有・債務返済機

構 

741,200百万円 

(1）日本道路公団等民営化関係法施行法

第16条の規定により、独立行政法人日

本高速道路保有・債務返済機構が阪神

高速道路公団から承継した債券（国が

保有している債券を除く。）に係る債

務については、独立行政法人日本高速

道路保有・債務返済機構と連帯して債

務を負っております。 

（独）日本高速道路保有・債務返済機

構 

         750,600百万円 

(2）独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構法第15条の規定により、高

速道路の新設、改築、修繕又は災害復

旧に要する費用に充てるために負担し

た債務を独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構に引き渡した額のう

ち、以下の金額については、独立行政

法人日本高速道路保有・債務返済機構

と連帯して債務を負っております。 

（独）日本高速道路保有・債務返済機

構 

17,078百万円 

 なお、上記引き渡しにより、道路建設

関係長期借入金が1,405百万円減少して

おります。 

(2）独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構法第15条の規定により、高

速道路の新設、改築、修繕又は災害復

旧に要する費用に充てるために負担し

た債務を独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構に引き渡した額のう

ち、以下の金額については、独立行政

法人日本高速道路保有・債務返済機構

と連帯して債務を負っております。 

（独）日本高速道路保有・債務返済機

構 

19,344百万円 

 なお、上記引き渡しにより道路建設関

係長期借入金が2,142百万円減少してお

ります。 

(2）独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構法第15条の規定により、高

速道路の新設、改築、修繕又は災害復

旧に要する費用に充てるために負担し

た債務を独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構に引き渡した額のう

ち、以下の金額については、独立行政

法人日本高速道路保有・債務返済機構

と連帯して債務を負っております。 

（独）日本高速道路保有・債務返済機

構 

      18,281百万円 

 なお、上記引き渡しにより道路建設関

係長期借入金が3,687百万円減少してお

ります。 

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、未払消費税等として表示してお

ります。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３    ────── 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

 なお、譲渡性預金に係る利息（当中

間会計期間26百万円、前中間会計期間

24百万円）は、従来「受取利息」に含

めておりましたが、「中間財務諸表等

規則ガイドライン」の改正により、譲

渡性預金は有価証券に含めるものとさ

れたことに伴い、当該利息を「有価証

券利息」に含めております。 

受取配当金 72百万円 

受取利息 4百万円 

有価証券利息 26百万円 

土地物件貸付料 0百万円 

原因者負担金収入 5百万円 

受取配当金 110百万円

有価証券利息 30百万円

受取利息   6百万円

土地物件貸付料  23百万円

原因者負担金収入  3百万円

寄付金収入   11百万円

受取配当金   76百万円

受取利息   13百万円

有価証券利息   62百万円

土地物件貸付料   47百万円

原因者負担金収入   13百万円

寄付金収入   203百万円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 85百万円 

ハイウェイカード払戻

損失 
4百万円 

支払利息  82百万円

ハイウェイカード払戻

損失 
 1百万円

支払利息    178百万円

ハイウェイカード払戻

損失 
  6百万円

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益(土地) 193百万円 

回数通行券払戻引当金

戻入益 

802百万円 

固定資産売却益(土地)    0百万円

回数券払戻引当金戻入

額 

   753百万円

固定資産売却益(土地)    280百万円

回数通行券払戻引当金

戻入益 

1,696百万円

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却費(機械装

置) 

2百万円 

固定資産売却損(土地) 0百万円 

固定資産売却損(構築物)  0百万円

固定資産除却費(構築物

等) 

 0百万円

減損損失  17百万円

固定資産売却損（土地

等） 
  17百万円

固定資産除却費 146百万円

減損損失 1,132百万円

仕掛道路資産修正損 80百万円

 ※５    ────────  ※５ 減損損失 

    当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

いたしました。 

用途 種類 場所  計上額  

休憩所施

設（関連

事業固定

資産） 

建物  

神戸市中

央区 

14百万円

工具、器

具及び備

品  

2百万円

（合計）   17百万円

 ※５ 減損損失 

    当事業年度において、当社は以下の資  

産グループについて減損損失を計上いたし

ました。 

用途 種類 場所  計上額  

休憩所施

設（関連

事業固定

資産） 

建物  

大阪府泉

大津市ほ

か  

968百万円

工具器具

備品  
13百万円

土地 6百万円

（小計） 988百万円

 遊休不動

産（その他

の固定資

産） 

 土地 

大阪市阿

倍野区ほ

か  

144百万円

（合計）   1,132百万円

   （資産のグルーピング） 

  資産のグルーピングは管理会計上の区分を

基礎として以下のように決定しております。

 ① 高速道路事業に使用している固定資産

は、すべての資産が一体となってキャッ

シュ・フローを生成していることから、

全体を一つの資産グループとしておりま

す。 

 ② ①以外の事業用固定資産については、原

則として事業管理単位毎としておりま

す。 

 ③ それ以外の固定資産については、原則と

して個別の資産毎としております。 

 （資産のグルーピング） 

同左 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

    

（減損損失を認識するに至った経緯） 

 休憩所別の営業損益が継続してマイナスと

なった休憩所施設につき、固定資産の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上しておりま

す。 

 休憩所施設 

（減損損失を認識するに至った経緯） 

同左 

  （回収可能価額の算定方法） 

 使用価値をもって回収可能価額を測定して

おります。なお、減損対象となった資産につ

いては、いずれも将来キャッシュ・フローの

見積額がマイナスであるため、使用価値は零

と評価しております。 

（回収可能価額の算定方法） 

同左 

    

  

 遊休不動産 

（減損損失を認識するに至った経緯） 

 将来の使用が見込まれていない遊休の土地

に関して、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上しております。 

    

  

（回収可能価額の算定方法） 

  正味売却価額をもって回収可能価額を測定

しており、正味売却価額は当該遊休資産の売

却予定額等に基づいて評価しております。 

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,040百万円

無形固定資産 474百万円

有形固定資産 2,435百万円

無形固定資産 499百万円

有形固定資産 4,208百万円

無形固定資産 941百万円
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

（借主側） （借主側） （借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

  リース取引開始日がリース会計基準適用

初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法を引続き採用しておりま

す。 

 該当するものについては以下のとおりで

す。 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

各事業共
用工具器
具備品 

24 6 18 

各事業共
用ソフト
ウェア 

22 5 17 

合計 47 11 35 

  

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

各事業共
用工具、
器具及び
備品 

24 12 12 

各事業共
用ソフト
ウェア 

22 11 11 

合計 47 23 23 
  

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

各事業共
用工具器
具備品 

24 9 15 

各事業共
用ソフト
ウェア 

22 8 14 

合計 47 17 29 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 10百万円

１年超 28百万円

合計 39百万円

１年以内   12百万円

１年超   16百万円

合計   28百万円

１年以内  11百万円

１年超   22百万円

合計   34百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 4百万円

支払リース料  9百万円

減価償却費相当額  5百万円

支払利息相当額  3百万円

支払リース料  18百万円

減価償却費相当額  11百万円

支払利息相当額  8百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法に

よっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

道路資産の未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

道路資産の未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

道路資産の未経過リース料 

１年以内 147,308百万円

１年超 8,885,656百万円

合計 9,032,964百万円

１年以内 149,735百万円

１年超 8,735,935百万円

合計 8,885,670百万円

１年以内    147,575百万円

１年超 8,811,883百万円

合計  8,959,458百万円
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前中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

 （注）１．道路資産の未経過リース料の金

額は変動する場合があります。当

社及び独立行政法人日本高速道路

保有・債務返済機構は、道路資産

の貸付料を含む協定について、お

おむね５年ごとに検討を加え、必

要がある場合には、相互にその変

更を申し出ることができるとされ

ております。ただし、道路資産の

貸付料を含む協定が独立行政法人

日本高速道路保有・債務返済機構

法第17条に規定する基準に適合し

なくなった場合等、業務等の適正

かつ円滑な実施に重大な支障が生

ずるおそれがある場合には、上記

の年限に関わらず、相互にその変

更を申し出ることができるとされ

ております。 

２．道路資産の貸付料は、実績料金

収入が、計画料金収入に計画料金

収入の変動率に相当する金額を加

えた金額（加算基準額）を超えた

場合、当該超過額（実績料金収入

－加算基準額）が加算されること

となっております。また、実績料

金収入が、計画料金収入から計画

料金収入の変動率に相当する金額

を減じた金額（減算基準額）に足

りない場合、当該不足額（減算基

準額－実績料金収入）が減算され

ることとなっております。 

 （注）１.    同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    ２.    同左 

 （注）１.    同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    ２.    同左 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成19年９月30日） 

 子会社及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末（平成20年９月30日） 

 子会社及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末（平成20年３月31日） 

 子会社及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,239.98円

１株当たり中間純利益

金額 

118.42円

１株当たり純資産額 1,315.72円

１株当たり中間純利益

金額 

68.98円

１株当たり純資産額   1,246.74円

１株当たり当期純利益

金額 

   125.19円

項目 
前中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日）

中間（当期）純利益（百万円） 2,368 1,379 2,503 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利

益（百万円） 
2,368 1,379 2,503 

普通株式の期中平均株式数 

（千株） 
20,000 20,000 20,000 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１．事業譲受けに関する基本合意及

び重要な子会社の設立 

 当社は、料金収受業務に関し

て、㈱高速道路開発、㈱サナウィ

ン、㈱コーベックス、㈱エイチエ

イチエス及び㈱ベイフレンドとの

間で、当社設立の子会社（大阪地

区、神戸地区各１社）に事業譲渡

する旨の基本合意書を締結いたし

ました。 

 また、当社設立の子会社（大阪

地区、神戸地区各１社）につきま

して、平成19年11月28日開催の取

締役会の決議に基づき、当社全額

出資による100％子会社を平成19年

12月10日に設立いたしました。 

１．   ────── １．   ────── 

  

  

(1）事業譲受けに関する基本合意 

① 事業の譲受けの目的 

阪神高速道路の料金収受業

務にグループ経営を導入し、

同業務の一層の効率化と業務

品質の向上を推進するため、

当社設立の子会社に事業譲渡

を行うことで、連結子会社化

を図ることを目的としていま

す。 

    

  

  

② 譲り受ける相手方の名称 

  

大阪地区 基本合意書締結日 

 ㈱高速道路開発 平成19年11月９日 

 ㈱エイチエイチ

エス 
平成19年11月22日 

 ㈱ベイフレンド 平成19年10月31日 

神戸地区 基本合意書締結日 

 ㈱コーベックス 平成19年10月18日 

 ㈱サナウィン 平成19年10月31日 

    

  

  

③ 譲り受ける事業の内容 

高速道路の料金収受業務 

④ 譲り受ける資産・負債の額 

譲渡契約締結までの間に当

事者間で協議のうえ、決定す

る。 

⑤ 譲受の時期 

譲渡契約締結日  未定 

譲受日 平成20年４月１日

（予定） 
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（２）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

⑥ その他 

 事業譲受けにあたっては、事

業を譲渡する会社の株主総会で

の承認等の諸手続を経るものと

する。 

 

  

  

  

(2）重要な子会社の設立     

 ① 設立の目的 

料金収受業務にグループ経

営を導入し、当社の同業務の

一層の効率化と品質の向上を

推進するため。 

 

  

  

 ② 子会社の概要 

(大阪地区） 

  

(神戸地区） 

  

 商号  阪神高速トール大阪㈱ 

 主な事業

の内容 
 高速道路の料金収受業務 

 設立年月

日 
 平成19年12月10日 

 所在地 
 大阪市西区立売堀１－３

－13 

 資本金 5,000万円  

 発行済株

式数 
1,000株  

 発行価額 ５万円  

 株主構成 当社100％  

 商号  阪神高速トール神戸㈱ 

 主な事業

の内容 
 高速道路の料金収受業務 

 設立年月

日 
 平成19年12月10日 

 所在地 
 神戸市中央区雲井通４－

２－２ 

 資本金 5,000万円  

 発行済株

式数 
1,000株  

 発行価額 ５万円  

 株主構成 当社100％  
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第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

    （１）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第３期）（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）       平成20年６月27日 

                                        近畿財務局長に提出  

    （２）有価証券報告書の訂正報告書 

 事業年度（第２期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の 

有価証券報告書に係る訂正報告書であります。                   平成20年５月８日 

                                        近畿財務局長に提出  

    （３）有価証券届出書の訂正届出書 

 いずれも平成20年２月６日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。   平成20年５月８日 

                                        平成20年６月11日 

                                        近畿財務局長に提出  

    （４）半期報告書の訂正報告書 

 いずれも事業年度（第３期中）（自 平成19年10月１日 至 平成20年３月31日） 

の半期報告書に係る訂正報告書であります。                    平成20年５月８日 

                                        平成20年６月11日 

                                        近畿財務局長に提出  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

第１【保証会社情報】 

 該当事項はありません。 

第２【保証会社以外の会社の情報】 

１【当該会社の情報の開示を必要とする理由】 

 当社が発行した第１回ないし第２回社債（いずれも、一般担保付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

重畳的債務引受条項付）（以下これらを総称して「当社債」といいます。）には保証は付されておりません。しかし

ながら、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下「機構」といいます。）は、独立行政法人日本高速道

路保有・債務返済機構法（平成16年法律第100号）（以下「機構法」といいます。）第15条第１項に従い、当社が新

設、改築、修繕又は災害復旧した高速道路（注１）に係る道路資産（注２）が道路整備特別措置法（昭和31年法律第

７号）第51条第２項ないし第４項の規定により機構に帰属する時（注３）において、機構法第14条第１項の認可を受

けた業務実施計画に定められた機構が当社から引き受ける新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に係る債務の

限度額の範囲内で、当該高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために当社が負担した債務

を引き受けなければならないこととされております。当社債は、機構に帰属することとなる上記道路資産に対応する

債務として当社が当社債にかかる債務を選定することを前提として、償還期日までに機構により重畳的に債務引受け

されることとなります。 

 （注）１．高速道路株式会社法（平成16年法律第99号）第２条第２項に規定する道路であって、大阪市の区域、神

戸市の区域、京都市の区域（大阪市及び神戸市の区域と自然的、経済的及び社会的に密接な関係がある

区域に限る。）並びにそれらの区域の間及び周辺の地域内の自動車専用道路等のうち、国土交通大臣が

指定するものをいいます。 

２．道路（道路法（昭和27年法律第180号）第２条第１項に規定する道路をいいます。）を構成する敷地又

は支壁その他の物件（料金の徴収施設その他政令で定めるものを除くものとします。）をいいます。 

３．当社が高速道路の新設又は改築のために取得した道路資産は、原則として、あらかじめ公告する工事完

了の日の翌日以後においては、機構に帰属し、機構に帰属する日前においては当社に帰属します。ただ

し、当社及び機構が国土交通大臣の認可を受けて機構に帰属する道路資産の内容及び機構に帰属する予

定年月日を記載した道路資産帰属計画を定めたときは、当該道路資産は当該道路資産帰属計画に従い機

構に帰属することとなります。また、当社の行う高速道路の修繕又は災害復旧によって増加した道路資

産は、当該修繕又は災害復旧に関する工事完了の日の翌日に機構に帰属します。 

 〈対象となる社債〉 

銘    柄 発行年月日 発行価額の総額 
上場金融商品取引所又は登録

許可金融商品取引業協会名 

阪神高速道路株式会社第１回社債（一般担保

付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済

機構重畳的債務引受条項付） 

平成19年３月15日 50億円 非上場 

阪神高速道路株式会社第２回社債（一般担保

付、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済

機構重畳的債務引受条項付） 

平成20年２月28日 100億円 非上場 
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２【継続開示会社たる当該会社に関する事項】 

 該当事項はありません。 

３【継続開示会社に該当しない当該会社に関する事項】 

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構について 

 機構は、高速道路に係る道路資産の保有並びに当社、東日本高速道路㈱、首都高速道路㈱、中日本高速道路㈱、西

日本高速道路㈱及び本州四国連絡高速道路㈱（以下、これらの株式会社を総称して、又は文脈によりそのいずれかを

「高速道路会社」といいます。）に対するかかる資産の貸付け、承継債務及びその他の高速道路の新設、改築等に係

る債務の早期の確実な返済等の業務を行うことにより、高速道路に係る国民負担の軽減を図るとともに、高速道路会

社による高速道路に関する事業の円滑な実施を支援することを目的として、平成17年10月１日に設立された独立行政

法人です。 

 平成20年３月31日現在の機構の概要は下記のとおりです。 

① 名称      独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構 

② 設立根拠法   独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法 

③ 主たる事務所の所在地 

東京都港区西新橋二丁目８番６号 

子会社及び関連会社はございません。 

④ 役員        機構法第７条第１項の規定により、機構には、役員としてその長である理事長及び監

事２人を置くとされており、いずれも、国土交通大臣により任命されます。 

また、同条第２項の規定により、役員として理事３人以内を置くことができるとされて

おり、平成20年３月31日現在、３名が任命されております。理事は、理事長の定めると

ころにより、理事長を補佐して機構の業務を掌理しております。なお、理事長の任期は

４年、理事及び監事の任期は２年であります。 

⑤ 資本金及び資本構成 

 平成20年３月31日現在の機構の資本金及び資本構成は下記のとおりであり、資本金

は、その全額を国（国土交通大臣及び財務大臣）及び関係地方公共団体が出資しており

ます。 

Ⅰ 資本金                       4,728,074百万円 

政府出資金                    3,567,622百万円 

地方公共団体出資金                1,160,452百万円 

Ⅱ 資本剰余金                      847,500百万円 

資本剰余金                        31百万円 

日本道路公団等民営化関係法施行法第15条による積立金 850,932百万円 

損益外減価償却累計額                △1,403百万円 

損益外減損損失累計額                △2,061百万円 

Ⅲ 利益剰余金                      836,208百万円 

資本合計                        6,411,783百万円 

 機構の財務諸表は、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）（以下「通則法」

といいます。）、機構法、独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解等に基

づき作成されます。 

 機構の財務諸表は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を受

けておりませんが、毎事業年度、国土交通大臣の承認を受ける必要があります（通則法

第38条）。また、その監査については、機構の監事（通則法第19条第４項）及び会計監

査人（通則法第39条）により実施されるもののほか、会計検査院法（昭和22年法律第73

号）第22条第５号の規定に基づき、会計検査院によっても実施されます。 

⑥ 事業の内容 

(a）目的      高速道路に係る道路資産の保有・貸付け、債務の早期・確実な返済等を行うことによ

り、高速道路に係る国民負担の軽減を図るとともに、高速道路会社による高速道路に関

する事業の円滑な実施を支援すること 

(b）業務の範囲 （ⅰ）高速道路に係る道路資産の保有及び高速道路会社への貸付け 

（ⅱ）承継債務の返済（返済のための借入れに係る債務の返済を含みます。） 
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（ⅲ）協定に基づく高速道路会社が高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費

用に充てるために負担した債務の引受け及び当該債務の返済（返済のための借入れ

に係る債務の返済を含みます。） 

（ⅳ）政府又は政令で定める地方公共団体から受けた出資金を財源とした、当社又は首都

高速道路㈱に対する阪神高速道路又は首都高速道路の新設又は改築に要する費用の

一部の無利子貸付け 

（ⅴ）国から交付された補助金を財源とした、高速道路会社に対する高速道路の災害復旧

に要する費用に充てる資金の一部の無利子貸付け 

（ⅵ）政令で定める地方公共団体から交付された補助金を財源とした、当社又は首都高速

道路㈱に対する阪神高速道路又は首都高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に

要する費用に充てる資金の一部の無利子貸付け 

（ⅶ）高速道路会社の経営努力による高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理に

要する費用の縮減を助長するための必要な助成 

（ⅷ）高速道路会社が高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を行う場合におい

て、道路整備特別措置法に基づき当該高速道路について行うその道路管理者の権限

の代行その他の業務 

（ⅸ）本州四国連絡橋の建設に伴う一般旅客定期航路事業等に関する特別措置法に規定す

る業務 

（ⅹ）本州と四国を連絡する鉄道施設の管理 

（xi）（ⅹ）の鉄道施設を有償で鉄道事業者に利用させる業務 

(c）事業にかかる関係法令 

機構の業務運営に関連する主な関係法令は下記のとおりであります。 

（ⅰ）機構法 

（ⅱ）独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法施行令（平成17年政令第202号） 

（ⅲ）独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に関する省令（平成17年国土交通省

令第64号） 

（ⅳ）通則法 

（ⅴ）日本道路公団等民営化関係法施行法（平成16年法律第102号） 

（ⅵ）高速道路株式会社法（平成16年法律第99号） 

 なお、機構については、機構法第31条第１項により、別に法律で定めるところにより機構法施行日（平成17年10月

１日）から起算して45年を経過する日までに解散すること、また同条第２項により、高速道路勘定において解散の日

までに承継債務等の返済を完了させ、同日において少なくとも資本金に相当する額を残余財産としなければならない

旨が規定されております。また、日本道路公団等民営化関係法施行法附則第２条においては、同法施行後10年以内

に、政府が日本道路公団等民営化関係法の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる

旨が定められております。 

第３【指数等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月25日 

阪神高速道路株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 阿部 修二  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 林  由佳  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 坂井 俊介  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる阪神高速道路株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、阪神高速道路株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成20年12月19日 

阪神高速道路株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 阿部 修二  印 

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 林  由佳  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる阪神高速道路株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成20年

４月１日から平成20年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、阪神高速道路株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月25日 

阪神高速道路株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 阿部 修二  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 林  由佳  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 坂井 俊介  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる阪神高速道路株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第３期事業年度の中間会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、阪神高速道路株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成20年12月19日 

阪神高速道路株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 阿部 修二  印 

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 林  由佳  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる阪神高速道路株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第４期事業年度の中間会計期間（平成20年４

月１日から平成20年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、阪神高速道路株式会社の平成20年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成20年４月１

日から平成20年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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